
社会保障審議会介護給付費分科会(第4 9回)議事次第

日時 : 平成 2 0 年 3 月 3 日 (月 )

午後 2 時半から午後 4 時半まで

船に霞が関東京會館

(3 5 階ゴール ドスタ ｢ ルーム)

議 題

1。･介護療養型老人保健施設における介護報酬等の見直 uこ係る諮問

2 . その他
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精神的な医療ニーズに着目した施設要件について

○ 介護療養型老人保健施設の施設要件については、 ｢一般病床等からの退院者の
受け皿としての機能｣ と ｢入所者に一定の医療ニーズが高い｣ ことについて、
① 算定日が属する月の前 1 2 月間における新規入所者のうち、 ｢医療機関｣
から入所した者の割合と｢家庭｣から入所した者の割合の差が3 5 % 以上であ
ることを標準とすること
②‐乍 【身体的医療ニーズ】 算定日が属する月の前3月間において、 全入所者
のうち経管栄養又は喀痰吸引を実施している者の割合が15 % 以上で
あること

②‐2 【精神的医療ニーズ】算定日が属する月の前3月間において、 全入所者
のうち ｢認知症高齢者の日常生活自立度判定基準｣ におけるランク
M に該当する者の割合が一定以上であること

とし、 ①及び②-乍 については、 前回の本分科会 (2月2 0日開催) でご了承いただ
くとともに、 ②‐2 については、 その基本的な方向圏こついてご了承いただいたと
ころ。

○ ②‐2 については、 前回は全体的な各施設の平均と分散を考慮して ｢認知症高
齢者の日常生活自立度判定基準｣ におけるランクM に該当する者の割合を｢2 5 26以
上｣とすることを提案したが、 これについて, 各委員からのご意見を基に、 さらに
検討を行った。



｢認知症高齢者の日常生活自立度判定基準におけるランクM に該当する者の割合｣
に着目した施設要件について

【身体的な医療ニーズと精神的な医療ニーズに係る看護職員によるケア時間の視点】

○ 介護療養型老人保健施設において｢入所者のT 5 %以上が経管栄養又は喀痰吸引を実施｣
している場合の総ケア時間と同等のケア時間が必要な｢認知症｣の患者の割合は、 ｢全入所
者のうち2 0 .9 ~ 2 2 7 % 以上｣となった。

看護職員のケア時間(患者1人当たり、1日当たり)

医療区分1 医療区分2 医療区分1十2の3割の場合の平均ケア時間

経管栄養 76‐7分 92 .0分 鋭窪分

喀痰吸引 7 8 .5 分 97‐0分 8 8 1 分

認知症 5 5 .5分 7 4 3分 5 8 .3分

※｢認知症｣については、｢アルツハイマー病｣と｢アルツハイマー病以外の認知症｣のケア時間から算出

結論

このケア時間と同等のケア時間を確保するためには、
｢認知症｣患者が全入所者のうち20.9 ~ 22 .7 % であることが必要

(出典)平成乍8年度慢性期入院医療の包括評価に関する調査
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喀痰吸引又は経管栄養
実施している者の平均ケア時間

喀痰吸引又は経管栄養の

実施者数(全入所者中の15 % )

喀痰吸引又は経管栄養の

総ケア時間

○ 精神的な医療ニーズに着目した施設要件については、 ｢認知症高齢者の日常生活自
立度判定基準におけるランクM に該当する者の割合｣ については、 2 0 % 以上として
はどうか。
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介護療養型老人保健施設における介護報酬等
の見直しに係る諮問について

亙 これまでの経過

○ 昭和 4 8 年の老人医療費無料化以降、 病院が高齢者介護の受け皿となる、
　 　

いわゆる ｢社会的入院｣ の問題と関連して、 療養病床の問題は 3 0 年来の懸

案となっていた。

○ 療養病床の在り方については、 医療提供体制の視点、 利用者の視点、 費用
　

　 　
　 　

負担者の視点から、 医療保険 ･介護保険の両面にわたって患者の状態に即し

た施設の機能分担を図るため、 医療の必要度に応じた再編成を進めることと
　 　 　

　
　

し、 平成 1 8 年 6月に可決 ･成立した ｢健康保険法等の一部を改正する法律
、

(平成 1 8 年法律第 8 3 号) ｣ において、 介護保険適用の療養病床である介
　 　 　

　

護療養型医療施設を、平成 2 3 年度末をもって廃止することとされた。 また、
同法附則では、介護老人保健施設等における入所者に対する医療提供の在り

方について、 入所者の状態に応じてふさわしいサービスを提供する観点から

検討を行い、 必要な措置を講ずる旨規定された。

○ これを踏まえ、平成 1 8 年 9月に設置された ｢介護施設等の在り方に関する　
　

委員会｣において、療養病床再編成の受け皿としての介護老人保健施設等の在　
　

り方等について議論が行われた。平成 1 9 年 6月に取りまとめられた同委員会

の報告では、 療養病床から転換した介護老人保健施設については、 入所者

に引き続き適切な医療サービスを提供する必要があることから、 看取りや

夜間の看護対応等既存の介護老人保健施設に付加すべき機能について、 必

要な医療職の配置の在り方とその適切な裏打ちとなる介護報酬の在り方を

検討し、 平成 1 9 年度中に提示すべきとされた。

○ この報告を受け、社会保障審議会介護給付費分科会においては、 療養病床



転換の当事者である医療機関や保険者である自治体関係者に対するヒアリン

グを合わせて、 5 回にわたり、 療養病床から転換した介護老人保健施設にお

ける評価の在り方等について議論を行ってきたところである。

肛 諮問の内容

1 . 基本的な考え方

(1 ) 療養病床から介護老人保健施設への転換を促進するため、 以下の改正を

行う。

①‘ 療養病床から転換した介護老人保健施設 (以下 ｢介護療養型老人保健

施設｣ という。 ) であって、 夜間対応に要する看護職員を確保すること

等の要件を満たしたものについて、 新たな施設サービス費を創設する。

② 介護療養型老人保健施設の療養室 1床当たりの面積の基準について、
一定要件下で経過措置を延長する。

(2 ) 療養病床から転換する医療機関の選択肢を拡大する観点から、以下の改

正を行う。

① 本体施設からの支援を受ける小規模施設であるサテライト型施設にお

いて、 より効率的な経営を可能とするため、 本体施設とサテライト型施

設の新たな組合せを認めるなどの基準の緩和を行う。

② 小規模介護老人保健施設において、介護給付の算定日数上限を撤廃す
　 　 　

　 　 　

るとともに、医療機関併設型小規模介護老人保健施設における人員の基

準の緩和を行う。

(3 ) 療養病床から介護老人保健施設への転換を促進するための経過的な施設
.

^

類型である経過型介護療養型医療施設について、療養病床の円滑な転換を

,支援する観点から、既存の経過型介護療養型医療施設と看護職員配置が異
･

･

なる新たな施設サービス費を創設するo
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2 . 具体的な改正内容

I 介護療養型老人保健施設における介護報酬の見直し 1

(1 ) 介護療養型老人保健施設において、以下の施設基準を満たすもののうち、
。 夜勤を行う看護職員を配置 (※1) している施設については、 ｢介護保健　

　
施設サービス費 (口)｣ を、
･ 看護職員により、 又は医療機関若しくは訪問看護ステーションとの運
　 　

　
携により、 夜勤時間帯を通じて、 連絡体制を整備し、 かつ、 必要に応じ

て診療の補助を行う体制を整備している施設については、｢介護保健施設
サービス費 (m )｣ (※2) を、

新たに創設する。

(※ 1 )
(※ 2 )
(※ 3 )

入所者の数を4 1 で除して得た数以上の看護職員を配置していること。
｢介護保健施設サ ｣ ビス費(m )｣ は入所者 4 0 人以下の施設のみ算定可。
平成 2 0 年 4月以降の入所者について、 平成 2 1 年 4月から適用することとし、 ｢標
準｣ の具体的な考え方については、介護療養型老人保健施設における医療機関からの入
所の実態等を基に、 平成 2 1 年 4 月までに検討することとする。

(参考) 介護療養型老人保健施設に適用される新たな施設サービス費

【介護保健施設サービス費(ロ)】
介護保健施設サービス費(i) (従来型個室)
a 要介護 1 703 単位

b 要介護 2 786 単位

c 要介護 3 860 単位

d 要介護4 914 単位

e 要介護 5 967 単位

介護保健施設サービス費(蛭) (多床室)
a 要介護 1 782 単位

b 要介護 2 865 単位

c
･要介護 3 939 単位

d 要介護 4 993 単位

e 要介護 5 1,046 単位

【介護保健施設サービス費(肛)】
介護保健施設サービス費(1) (従来型個室)‐

a 要介護 1 703 単位

b 要介護 2 780 単位

c 要介護3 833 単位

d 要介護4 887 単位

e 要介護 5 940 単位

介護保健施設サービス費(租) (多床室)
a 要介護 1 782 単位

b 要介護 2 859 単位

c 要介護 3 912 単位

d 要介護 4 966 単位

e 要介護 5 1,0 19 単位

【新たな施設サービス費を算定するための施設基準】
･ 平成 1 8 年 7月 1 日から平成 2 4 年 3月 3 1 日までの間に病床の転換を行って開設した介

護老人保健施設であること。
･ 算定日が属する月の前 1 2月間における新規入所者のうち、 ｢医療機関｣から入所した者の

割合と｢家庭｣から入所した者の割合の差が、 3 5 % 以上であることを標準とすること。
(※3)

◆ 算定日が属する月の前 3月間において、 全入所者のうち｢経管栄養｣若しくは｢喀痰吸引｣
を実施している者の割合が 1 5 % 以上又は ｢認知症高齢者の日常生活自立度判定基準｣ にお
けるランク M に該当する者の割合が 0 % 以上であること。
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(2 ) ( 1 ) と同様の要件を満たすユニツト型の介護療養型老人保健施設につ

いても、 施設サービス費を新たに創設する0

< 加算 >

○ (1 ) 又は (2 ) の施設サービス費を算定する介護療養型老人保健施設
　

　 　 　

については、 入所者に適切な医療等を提供する観点からY

① 入所者を一定の要件下で看取った場合の評価
. - ,

じ

② 入所者の個別ニーズに応じた適切な医学的管理を行った場合の評価

③ 療養病床での介護体制 (4 : 1 ) を維持した場合の評価 (※)
　 　 　

　

として新たに以下の加算を創設する。

ターミナルケア加算

特別療養費

療養体制維持特別加算 (介護職員の配置 (4 : 1 ) を評価) (※)

(※) 今後、介護療養型老人保健施設の入所者の介護ニーズについて実態を把握し、介護療
養型医療施設からの転換が終了する平成 2 4 年 4 月以降の対応を検討することとする。

I 介護療養型老人保健施設における基準の緩和 I

(1 ) 現行の療養室の面積基準に係る経過措置が終了する平成 2 4 年 4月以降
　

　 　

についても、 平成 1 8 年 7 月 1 日以後に新築又は大規模な改修等の工事に
　 　

着手していない療養病床を転換した介護療養型老人保健施設の療養室は、　 　

次の新築又は大規模の改修等を行うまでの間に限り、 引き続き、 経過措置

(※) (6 . 4 鯖以上 / 床) を認める。

本則の設備基準
療養病床における病室面積 → 6 . 4 髭以上 / 床
介護老人保健施設における療養室面積 → 8 讃以上/床

(※) 平成 2 4 年 4月以降は、 8 讃以上 / 床に対応している施設との均衡に配慮した評価を

行う。 ただし、療養室が談話室に近接して設けられているものにあっては、 次の新築又

は大規模な改修等までの間、談話室の面積を療養室の定員数で除した面積を加えたもの
が 8 頑 / 床を満たしていることでよいこととする。
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(2 ) 、介護療養型老人保健
施設における

･

建物の耐火構造に係る基準

建物内の直通階段及びエレベーターの設置に係る基準

については、次の新築又は大規模な改修等までの間、転換前の病院又は診

療所の基準と同様でよいこととする経過措置を創設する。

1 サテライト型施設こおける基準の緩和等 I
(1 ) 本体施設の設置者により設置され、本体施設からの支援を受け、 本体施　 　

　
　

設とは別の場所で運営される 2 9 人以下の施設であるサテライト型施設に

ついて、 以下の措置を講じる。

医療機関を本体施設とするサテライト型小規模介護老人保健施設及び

サテライト型の地域密着型特定施設 (※)の設置を認める。 ,

また、 本体施設である医療機関が人員に関する基準を満たしているこ

とを前提に、 本体施設の医師、 栄養士又は介護支援専門員により、 サテ
　

　 　

、 ライト型施設の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、 当
.

･

該サテライト型施設におけるこれらの職員を置かないことができる。
･ 介護老人保健施設を本体施設とするサテライト型の地域密着型特定施

設 (※) の設置を認める。‘

また、 本体施設である介護老人保健施設が人員に関する基準を満たし　
　

ていることを前提に、 本体施設の医師、 支援相談員、 理学療法士若しく

は作業療法士、 栄養士又は介護支援専門員により、 サテライト型施設の

入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、 当該サテライト型　　 　
施設におけるこれらの職員を置かないことができる。

℃※) 本体施設の設置主体が地方公共団体等の場合は、サテライト型の地域密着型介護老人
福祉施設の設置も認める。

(2 ) 本体施設である介護老人保健施設の管理者は、 サテライト型の地域密着

型特定施設の職務を兼務することができる。 本体施設の設置主体が地方公

共団体等の場合にあっては、サテライト型の地域密着型介護老人福祉施設

においても同様とする。
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(3 ) 地域密着型特定施設における看護職員及び介護職員のうち、それぞれ 1

名以上は常勤でなければならない。ただし、サテライト型の地域密着型特

定施設については、 それぞれ常勤換算方法で 1名以上でよいこととする。

1 小規模介護老人保健施設における基準の緩和等 I

、 (1 ) 小規模介護老人保健施設における介護報酬の 1 8 0 日の算定日数上限を　
　

撤廃する。

(2 ) 医療機関併設型小規模介護老人保健施設における支援相談員及び介護支

援専門員に係る人員に関する基準について、当該施設の入所者の処遇が通

･ 切に行われると認められるときは、 実情に応じた適当数でよいこととす　 　

名きれ>称す“移す効の諺舞い撓もD奉る。

1 介護療養型医療施設における経過措置の追加 1

(1 ) 平成 2 4 年 3月 3 1日までの経過的な施設類型である経過型介護療養型

医療施設 (療養病床を有する病院に限る。 ) について、 看護職員の配置に

係る人員に関する基準が異なる新たな施設サービス費を創設する。

(従来型の人員に関する基準)

･ 医師の配置は 2名以上。

･ . 看護職員配置 8 : 1 以
上、.介護職員配置 4 : 1 以上。

,(新類型の人員に関する基準)

医師の配置は 2名以上。

看護職員の配置は 6 : 1 以上、 介護職員の配置は 4 " 1 以 上。‐

(2 ) 経過型介護療養型医療施設 (療養病床を有する病院に限る。 ) について、
ユニット型の施設サービス費を創設することとし、 当該施設サービス費を

算定するための人員及び設備に関する基準を以下のとおりとする。

(人員に関する基準)

医師の配置は2 名以上。

看護職員の配置は 6 : 1 以上、 介護職員の配置は 4 : 1 以上。

6



(設備に関する基準)

廊下幅の基準について、既存の経過型介護療養型医療施設と同様の

緩和措置を講じる。

I
短期入所療養介護 (介護給付。予防給付) における見直し等 I

(1 ) 短期入所療養介護 (介護給付 ･予防給付) においても、

① 介護療養型老人保健施設における介護報酬の見直し、
② 介護療養型医療施設における経過措置の追加

について、 同様の見直しを行う。



社保審-介護給付費分科会

第 4 9 回 (H.20.3.3) l 資料 3

厚生労働省発老第 0303001号

平 成 2 0 年 3 月 3 日

社会保障審議会

会 ,長 貝塚 啓明 殿

厚生労働大臣

舛添 要一

諮 問 堂

(療養病床から転換した介護老人保健施設に係る介護報酬改定等について)

介護保険法 (平成 9 年法律第 1 2 3 号) 第 4 1 条第 5 項、 第 4 8 条第 3

項 (介護保険法施行法 (平成 9 年法律第 1 2 4 号) 第 1 3 条第 4 項におい
　

　
　

て準用する場合を含む。) 及び第 5 3 条第 3 項並びに第 7 8 条の 4 第 3 項、
第 8 8 条第 3 項及び第 9 7 条第 4 項の規定に基づき、 指定居宅サービスに

　
　 　　 　

要する費用の額の算定に関する基準･(平成 1 2 年厚生省告示第 1 9 号 )、
指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準 (平成 1 2 年厚

　
　

　 　

生省告示第 2 1 号)、 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関

する基準 (平成 1 8 年厚生労働省告示第 1 2 7 号)、 指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、 設備及び運営に関する基準 (平成 1 8 年厚生労働省令.
-

第 3 4 号 )、 介護老人保健施設の人員、 施設及び設備並びに運営に関する

基準 (平成 1 1 年厚生省令第 4 0 号) 及び指定介護療養型医療施設の人員、
設備及び運営に関する基準 (平成 1 1 年厚生省令第 4 1 号) を別紙のとお

り改正することについて、 貴会の意見を求めます。

〔ll‘戈碎:
-lj】!
･′｣
】-I-
】ゞ-】】】′】;≧

)
戈をくrくそ＼}誠



i 社保審-介護給付費分科会 I
第4 9 回 (賜0. 3. 3) 資料4

資料の訂正について

別紙 2 (｢介護報酬単位の見直し案｣) の P 鼠こっきまして、 下記

のとおり訂正いたします。 .

○ 右側 ｢改正案｣ の四角囲いの 7行目以下

【訂正前】 【訂正後】

算定日が属する月の前 12 月間

における新規入所者のうち、医療

機関から入所した者の割合と家庭

から入所した者の割合の差が、

35 % 以上であることを標準とす

算定日が属する月の前 12 月間

における新規入所者のうち、医療

機関から入所した者の割合と家庭

から入所した者の割合の差が、

35 % 以上であること。

ること。



(変更点は下線部)

現 行 ↑ ‐
.
改 正 案 ｣

'

0 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 (平成十二年
厚生省告示第十九号)

1 痒製曲騨中一勾 K g 轢い爬融旺S 壤瓱′ 辰韻援製曲群中一山 K 仁縦
鰐字鰓珊翠慈韻 g 啼ご螂裂.いゆギ S N ト19 0

日 理製腱瓣トー山 K g 糠いゆ齪眠 く辰釀母腰飜べ海騒騨よ纏g 蜷ゆ齦
鞭歯淺縦漿騨難 く蛇撰喪漿g 選や中 6 基盤時o ) 裔る蛇裂縫孃騨対J
Y 糠製被尋や瓢曲粥壁〉0 ) S 灘並′ 辰u 團出窓逼K 皿系瞑蜷齢 l珊
翠 S 冊軍 g 展爛 g 製鶏や珊遜慈恐謙り Y 騨製中やギ S 対応I9 0

川 癌= 中S 緊製g 啼ご澤製膿群中一淘 K g 轢ヤ鷆認旺S 灘鼬賦艘｣ 濕
礬4ロg 鱒二 レ′ 痔 S 壤 g I虹業艇 6 甕蝨簗総岬対搬掻′ NJ S 聾慈獨螂
塹扇ご鍵 Y Y 市賦いやギ S 対応馬o

別表 、

指定居宅サービス介護給付費単位数表 ‐
9 短期入所療養介護費
イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費
刊 介護老人保健施設短期入所療養介護費

-

. .
･

←) 介護老人保健施設短期入所療養介護費は )

a 経過的要介護 558単位

b 要介護 1 ‐ 732単位

c 要介護 2 781単位

d 要介護 3 834単位

e 要介護 4 888単位

f 要介護 5 941単位

口 介護老人保健施設短期入所療養介護費(lI)

0 指定居宅サービスに
厚生省告示第十九号)

1 痒製曲騨中一勾 K g 轢
鰐字鰓珊翠慈韻g 啼ご螂
日 理製腱瓣トー山 K g 糠
鞭歯淺縦漿騨灘 (蛇撰喪
Y 糠製被尋や瓢曲粥壁〉
翠S 冊軍g 展爛g 製鶏や

川 増剛胆
礬4ロg ′

塹扇ご鍵

別表
指定居宅サービ
9 短期入所'‘
イ 介護老人
刊

介護報酬単位の見直し案

0 指定居宅サー
厚生省告示第

日

川

探舷膿瀞中
鰓立騨珊翅慈爛
搜骰曲酔わ
項歯淺離孃騨蛔
汀蛇製.縫騒騨刃
K 霊簗製奢鱒 l
S 対ややo

幅川申6 繋
馨狐 g 總凸し′

曇罫ご兜レレ市

別表 ･

指定居宅サービス介護給付費単位数表
9 短期入所療養介護費
イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費
(1) 介護老人保健施設短期入所療養介護費
を) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(I )
a 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ( i )

vi 要介護 5 941単位
b 介護老人保健施設短期入所療養介護費鋼 )

←) 介護老人保健施設短期入所療養介護費は )

f 要介護 5 941単位

口 介護老人保健施設短期入所療養介護費(lI)



a 経過的要介護 . 617単位
b 要介護 1 831単位

c 要介護 2 880単位

d 要介護 3 933単位

e 要介護 4 987単位

f . 要介護5 1,040単位

i 経過的要介護 617単位
ii 要介護 1 831単位
滴 要介護 2 880単位
ーv 要介護 3 933単位
v 要介護 4 ‐ 987単位
vi 要介護 5 1,040単位

口 介護老人保健施設短期入所療養介護費 (は)
a 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ( i )
i 経過的要介護 558単位
ii 要介護 1 732単位
i範 要介護 2 837単位
iv 要介護 3 ･ 890単位

v 要介護 4 944単位

vi 要介護 5 997単位
b 介護老人保健施設短期入所療養介護費鋼 )
i 経過的要介護 617単位
= 要介護 1 831単位
箙 ･要介護 2 936単位
lv 要介護 3 989単位

v 要介護 4 1,043単位

vi 要介護 5 1,096単位

日 介護老人保健施設短期入所療養介護費 (m )
a 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ( i )
i 経過的要介護 558単位
ii 要介護 1 732単位
溝ii 要介護 2 810単位
lv 要介護 3 ･ 863単位

v 要介護 4 ′ 917単位

vi 要介護 5 9 70単位
b 介護老人保健施設短期入所療養介護費(n )
; 経過的要介護 617単位
ii 要介護 1 831単位
菰i 要介護 2 909単位
iv‐ 要介護 3 962単位

v 要介護 4 1,0 16単位
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(2} ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費 .

←) ユニット.型介護老人保健施設短期入所療養介護費は )
a 経過的要介護 ･ 624単位
b 要介護 1 834単位

c 要介護 2 883単位
d 要介護 3 ･ 936単位

e 要介護 4 990単位
f 要介護 5 1 043単位
□ ‐ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費 (江)
a 経過的要介護 624単位
b 要介護 1 834単位

c 要介護 2 883単位
d 要介護 3 936単位

e 要介護 4 990単位
f 要介護 5 1,043単位

vi 要介護 5 1,069単位
(2) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費
日 ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費 ( I )
a ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費○ )
i‐ 経過的要介護 624単位
ii 要介護 1 834単位
誓藷 要介護2 883単位
N 要介護 3 936単位
v 要介護 4 990単位
vi 要介護 6 1,043単位
b ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費伯 )
i 経過的要介護 624単位
ii 要介護 1 834単位
i蔚 要介護 2 883単位
N 要介護 3 - 936単位
v 要介護 4 990単位
vi 要介護 5 1,043単位

に} ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費 (は)
a ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費 ( i )
i 経過的要介護 624単位
= 要介護 1 834単位
i範 要介護 2 939単位
N 要介護 3 992単位
v 要介護 4 1 046単位
vi 要介護 5 1.099単位
b ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費目i)
i 経過的要介護 624単位
′範 要介護 1 834単位
i嗣 要介護 2 939単位
N 要介護 3 992単位
v 要介護 4 1,046単位
vi 要介護 5 1,099単位

園 ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(肛)
a ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費“ )
i 経過的要介護 624単位

- 3 ~
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国 特定介護老人保健施設短期入所療養介護費 (1目につき)
- 760単位

注 1 (中及び(2)について、 別に厚生労働大臣が定める施設
基準に適

合し、 かつ、 別に厚生労働大臣が定
める夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た

介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所 (指定居

宅サービス基準第142条第 1 項に規定する指定短期入所療養介護

事業所をいう。 以下同じ。) において、 指定短期入所
療養介護

(指定居宅サービス基準第141条に規定する指定短期入所療養介

護をいう。 以下同じ。) を行った場合に、 当該施設
基準に掲げ

る区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、
利用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定

する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する
基準を

満たさない場合は、 断定単位数の100分の97に相当する
単位数を

算定する。 なお、 利用者の数又は医師、 看護職員、
介護職員、

理学療法士若しくは作業療法士の員数が別に厚生労働大臣が定

める基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところ

により算定する。

ii 要介護 1 834単位
912単位前 要介護 2

w 要介護 3 ･ 965単位
1,0 19単位V 要介護 4

vi 要介護 5 1,072単位

b ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費鋼 )

･ 624単位i 経過的要介護
834単位ii 要介護 1
912単位iii .要介護 2
965単位iv 要介護 3
1,019単位V 要介護4
1,072単位vi 要介護 5

圏 特定介護老人保健施設短期入所療養介護費 (1目につき)
760単位

〉主1 鋤及び(2)について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適

合し、 かつ、 別に厚生労働大臣が定める夜勤
を行う職員の勤務

条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た

介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所 (指定居
宅サービス基準第142条第 1 項に規定する指定短期入所療養介護

事業所をいう。 以下同じ。) において、 指定短期入所療養介護

(指定居宅サービス基準第141条に規定する指定短期入所療養介

護をいう。 以下同じ。) を行った場合に、 当該施設基準に掲
げ

る区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、
利用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定

する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する
基準を

満たさない場合は、 所定単位数の100分の97に相当する単位数を

算定する。 なお、 利用者の数又は医師、 看護職員、 介護
職員、

理学療法士若しくは作業療法士の員数が別に厚生労働大臣が定

める基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところ

により算定する。

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。
0 介護老人保健施設短期入所療養介護費(I )
･ 現行の介護老人保健施設短期入所療養介護費と同様。
0 介護老人保健施設短期入所療養介護費 (肛)又は介護老人保健施
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設短期入所療養介護費(皿)
･ 平成18年 7 月す日から平成24年 3 月31日までの間に病床の転
換を行って開設した介護老人保健施設である短期入所療養介護
事業所であること。
･ 算定日が属する月の前 3 月間において、 利用者及び当該介護
老人保健施設入所者のうち、 ｢経費栄養｣ 若しくは ｢喀痰吸引｣
を実施している者の割合が15 % 以上又は ｢認知症高齢者の日常
生活自立度判定基準｣ におけるランク M に該当する者の割合が
0 % 以上であること。 .

(介護老人保健施設短期入所療養介護費 (m )は40人以下の施設のみ
算定町。)
別に厚生労働大臣が定める夜勤を行-う職員の勤務条件に関する基
準の内容は次のとおり。
0 介護老人保健施設短期入所療養介護費 (I )
･ 現行の介護老人保健施設短期入所療養介護費と同様。
0 介護老人保健施設短期入所療養介護費 (肛)
･ 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ( D の基準を満たして
いること。
･ 利用者の数を41で除して得た数以上の夜勤を行う看護職員を
配置 していること。′

0 介護老人保健施設短期入所療養介護費(田)
･ 介護老人保健施設短期入所療養介護費 (I )の基準を満たして
いること。
･ 看護職員により、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションと　 　 　
.の連携により、夜勤時間帯を通じて連絡体制を整備し、かつ、必要に応
じて診療の補助を行う体制を整備していること。

注 :ユニット型においても同様の施設基準

2 圏について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、Z 圏について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、
かつ“ 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に
関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老
人保健施設である指定短期入所療養介護事業所において、利用′者. (別に厚生労働大臣が定めるものに限る。) に対して、 日中
のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、所定単位数を算

かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に
関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老
人保健施設である指定短期入所療養介護事業所において、利用
者 (別に厚生労働大臣が定めるものに限る。) に対して、 日中

のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、所定単位数を算
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4

5

6

7

定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
を満たさない場合は、 所定単位数の100分の97に相当する単位数

を算定する。なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護職員、
理学療法士若しくは作業療法士の員数が別に厚生労働大臣が定
める基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところ
により算定する。
(2)について、 別に厚生労働大臣が定める施設基、準を満たさな

い場合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位数

を算定する。
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都
道府県知事に届け出た介護老人保健施設については、 リハビリ

アーンヨン機能強化加算として、 1 目につき30単位を所定単位
数に加算する。
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし
て都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において、日常生
活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められること
から介護を必要とする認知症 (法第 8 条第16項に規定する認知
症をいう。 以下同じ。) の利用者に対して指定短期入所療養介
護を行った場合は、 1 目につき76単位を所定単位数に加算する。
利用者の心身の状態、 家族等の事情等からみて送迎を行うこ
とが必要と認められる利用者に対して、 その居宅と指定短期入

所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき184単
位を所定単位数に加算する。
次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設短期
入所療養介護費を支給する場合は、介護老人保健施設短期入所
療養介護費 (= )を算定する。

3

イ 感染症等により、 従来型個室の利用の必要があると医師が

判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利
用する者 ･ ･

ノ、 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況

定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
を満たさない場合は、 所定単位数の100分の97に相当する単位数
を算定する。 なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護職員、
理学療法士若しくは作業療法士の員数が別に厚生労働大臣が定
める基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところ
により算定する。
3 (2)について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな
い場合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位数
を算定する。
4 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都
道府県知事に届け出た介護老人保健施設については、 リハビリ

テーンョン機能強化加算として、 1 日につき30単位を所定単位
数に加算する。
5 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし
て都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において、日常生
活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められること
から介護を必要とする認知症 (法第 8 条第16項に規定する認知
症をいう。 以下同じ。) の利用者に対して指定短期入所療養介
護を行った場合は、 1 日につき76単位を所定単位数に加算する。
6 利用者の心身の状態、 家族等の事情等からみて送迎をイ牟うこ
とが必要と認められる利用者に対して、 その居宅と指定短期

‐入
所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき旧4単
位を所定単位数に加算する。
7 次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設短期
入所療養介護費を支給する場合は、介護老人保健施設短期入所
療養介護費 ( D の介護老人保健施設短期入所療養介護費 (= )、
介護老人保健施設短期入所療養介護費 (は)の介護老人保健施設
短期入所療養介護費鋼 )又は介護老人保健施設短期入所療養介
護費 (田)の介護老人保健施設短期入所療養介護費 (= )を算定す
る。
イ 感染症等により、 従来型個室の利用の必要があると医師が
判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利
用する者
ノ、 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況
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に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

8 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注 1
及び注 5 の規定による届出に相当する介護保健施設サービスに
係る届出があったときは、 注 1 及び注 5 の規定による届出があ

ったものとみなす。
9 利用者が連続しズ30日を超えて指定短期入所療養介護を受け
ている場合においては、 30日を超える臼以降に受けた指定短期

入所療養介護については、介護老人保健施設における短期入所
療養介護費は、 算定しない。

料)~ (の く略)
口 療養病床を有する病院における短期入所療養介護費
調 病院療養病床短期入所療養介護費 (1目につき).
←) 病院療養病床短期入所療養介護費(I )

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

8 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、 注、1
及び注 5の規定による届出に相当する介護保健施設サービスに
係る届出があったときは、 注 1 及び注 5 の規定による届出があ
ったものとみなす。
9 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受け
ている場合においては、 30日を超える臼以降に受けた指定短期
入所療養介護については、介護老人保健施設における短期入所
療養介護費は、 算定しない。
To n Xニ}及び国並びにく2)□及びE )について、 利用者に対して、 指
導管理等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生労働大
臣が定めるものを行った場合に、 特別療養費として、 別に厚生
･労働大臣が定める単位数にlo円を乗じて得た額を所定単位数に
加算する。

日 田に)及び日並びにく2)□及び㈱について、 別に厚生労働大臣が
定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け
出た介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所につ
いては、 療養体制維持特別加算として、 1 日につき27単位を所
定単位数に加算する。 ｣

料}~ (7) (略)
口 療養病床を有する病院における短期入所療養介護費
(1) 病院療養病床短期入所療養介護費 (1目につき)
- ←) 病院療養病床短期入所療養介護費 (I )

- 7 -

別に厚生労働大臣が定めるもの及び単位数
0 別紙 4 を参照。

･ 別に厚生労働大臣が定める施設基準
0 介護職員を4 .: 1 で配置 していること。
0 転換前、介護職員を4 き 1 で配置 していたこと。
(今後、 利用者の介護ニーズについて実態を把握し、 介護療養型医療施設
からの転換が終了する平成24年 4月以降の対応を検討する.。)
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a 病院療養病床短期入所療養介護費 ( o
i 経過的要介護
ii 要介護 1
iii. 要介護 2

lv 要介護3
v 要介護4
vi 要介護5
b 病院療養病床短期入所療養介護費鋼 )
i 経過的要介護
ii 要介護 1
湖 要介護2
lv 要介護 3

v 要介護 4

vi 要介護 5
病院療養病床短期入所療養介護費 (江)
a 病院療養病床短期入所療養介護費( i )
l 経過的要介護
ii 要介護 1
i範 要介護 2
lv 要介護 3
v 要介護4
v r 要介護 5
b 病院療養病床短期入所療養介護費(ii)
i 経過的要介護
ii 要介護 1
i茸 要介護 2
lv 要介護3
v 要介護4
vi 要介護5
病院療養病床短期入所療養介護費 (田)
a 病院療養病床短期入所療養介護費臼 )
i 経過的要介護
ii 要介護 1
i錠 要介護 2
IV 要介護 3

V

V

　 　

534単位
701単位
8門単位
1,049単位
1,150単位

1,241単位

618単位
832単位
942単位
1,180単位
1,281単位
1,372単位

498単位
641単位
750単位
910単位
1,066単位
1,108単位

582単位
772単位
881単位
1,041単位
1,197単位
1,239単位

473単位
611単位
722単位
873単位

a 病院療養病床短期入所療養介護費( i )
! 経過的要介護
ii 要介護 1
顕 要介護 2
w 要介護3
v 要介護 4

･ v i 要介護 5
･b 病院療養病床短期入所療養介護費銅 )
i 経過的要介護
ii 要介護 1
m 要介護 2
lv 要介護 3

v 要介護4
vi 要介護5 -

□ 病院療養病床短期入所療養介護費 (ロ)
a 病院療養病床短期入所療養介護費目 )
i 経過的要介護
ii 要介護 1
'貸 要介護 2
'v 要介護 3
v 要介護 4
vi 要介護 5
b 病院療養病床短期入所療養介護費鋼 )
i 経過的要介護 ‐

= 要介護 1
i讃 要介護2
lv 要介護3
v 要介護4
vi 要介護 5

同 病院療養病床短期入所療養介護費(田)
a 病院療養病床短期入所療養介護費 ( i )
i 経過的要介護
ii 要介護 1
m 要介護2
lv 要介護3

雪8 -

534単位
701単位
811単位
1,049単位
1,150単位

1,241単位

618単位
832単位
942単位
1護80単位
1,28 1単位

1,372単位

498単位
641単位
750単位
910単位
1,0 66単位

1,108単位

582単位
772単位
881単位
1,041単位
1,197単位
1,239単位

473単位
611単位
722単位
873単位
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v 要介護 4
vi 要介護5
b 病院療養病床短期入所療養介護費鋼 )
f 経過的要介護
ii 要介護 1
iii 要介護 2
lv 要介護 3
v 要介護4

1 030単位
1,071単位

557単位

. 742単位
853単位
1,004単位
1話61単位
1,202単位

v 要介護4
v i 要介護 5
b 病院療養病床短期入所療養介護費(= )
i .経過的要介護
ii 要介護 1
i韮 要介護 2

N 要介護 3

(2)
v i 要介護5
病院療養病床経過型短期入所療養介護費 (1目につき)

←) 病院療養病床経過型短期入所療養介護費(I )
534単位a 経過的要介護
701単位b 要介護 1
8門単位c 要介護 2 .
919単位d 要介護 3

･ 1,010単位e 要介護 4
･ 1,10 1単位f 要介護 5

□ 病院療養病床経過型短期入所療養介護費(□)
618単位a 経過的要介護

v 要介護 4 し 1vi 要介護 5

(2) ｣病院療養病床経過型短期入所療養介護費 (1目につき)

←) 病院療養病床経過型短期入所療養介護費 ( D
a 病院療養病床経過型短期入所療養介護費範 )

534単位i 経過的要介護
701単位= 要介護 1
8日単位i弱 要介護 2
96す単位iv 要介護 3
1 052単位v 要介護 4
1,143単位v i 要介護 5

b 病院療養病床経過型短期入所療養介護費鋼 )
- 618単位i 経過的要介護

832単位ii 要介護 1
942単位iii 要介護 2 ･
1 092単位iv 要介護 3
亀 183単位v 要介護 4
1,274単位vi 要介護 5

□ 病院療養病床経過型短期入所療養介護費 (は)
a 病院療養病床経過型短期入所療養介護費 ( i )

534単位i 経過的要介護
701単位ii 要介護 1
811単位需 要介護 2 .
919単位N 要介護 3
1 010単位v 要介護 4
1 101単位v i 要介護 5

b .病院療養病床経過型短期入所療養介護費館 )
618単位i 経過的要介護

- 9 -

1,030単位

1,071単位

557単位
742単位
853単位
1,004単位

1護61単位
1,202単位



832単位b 要介護 1
942単位c‐ 要介護 2
1,050単位d 要介護 3
1溝41単位e 要介護 4
1,232単位f 要介護 5

圏 ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費 ( 1 目につき)

H ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費住 )

a 経過的要介護 625単位

b 要介護 1 835単位

c 要介護 2 945単位

d 要介護 3 1,183単位

e 要介護 4 1,284単位

f 要介護 5 1.375単位

に} ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費 (亞)
a 経過的要介護
b 要介護 1

c 要介護 2
-

d 要介護 3
e 要介護 4
f 要介護 5

625単位
835単位
945単位
1,183単位

1,284単位

1,375単位

832単位ii 要介護 1
942単位川 要介護 2

N 要介護 3 1,050単位
l溝41単位･ v 要介護4
1,232単位v i 要介護 5

国 ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費 ( 1 目につき)
H ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費 (I )
a 経過的要介護 625単位

b 要介護 1 835単位

c 要介護 2 945単位

d 要介護 3 1,183単位

e 要介護 4 1,284単位

f 要介護 5 1,375単位

□ ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費 (は)
a 経過的要介護
b 要介護 1
c 要介護 2
d 要介護3
e 要介護 4
f 要介護 5

禍 ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費 ( 1 日につ
き)
H ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費(I )

625単位a 経過的要介護
835単位b 要介護 1
945単位c 要介護2
1,095単位d 要介護 3
1 186単位e 要介護 4

f 要介護5 1,277単位

に} ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費 (肛)
625単位a 経過的要介護
835単位b 要介護 1 ′

945単位o 要介護 2
1,095単位d 要介護 3
1満86単位e 要介護4

625単位
835単位
945単位
1溝83単位
1,284単位

1,375単位

一生。一
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朝 特定病院療養病床短期入所療養介護費 (1目につき) 760単位

2

3

4

注 1 (1)から国までについて、 療養病床 (医療法 ( 昭和23年法律第2

05号) 第フ条第 2 項第 4 号に規定する療養病床をいう。 以下同

じ。) を有する病院である指定短期入所療養介護事業所であっ
て、 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
を満たすものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該
届出に係る病棟 (療養病床に係るものに限る。) において、 指

定短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区
分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、 *=

用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定す
る。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満
たさない場合は、所定単位数から25単位を控除して得た単位数
を算定する。 なお、 利用者の数又は医師、 看護職員若しくは介

護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合
は、 別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
燭について、療養病床を有する病院である指定短期入所療養
介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適
合し、 かつ、 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た
ものにおける当該届出に係る病棟(療養病床に係るものに限る。)
において、 利用者 鯛聞こ厚生労働大臣が定める者に限る。) に

対して、 日中のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、 所

定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件
に関する基準を満たさない場合は、所定単位数から25単位を控
除して得た単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、看
護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基
準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところにより

算定する。
圏について、 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場

合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を算

定する。
別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定短期入所
療養介護事業所については、 当該基準に掲げる区分に従い、 1

" 竹 ー

f 要介護 5 - 1,277単位

圏 特定病院療養病床短期入所療養介護費 (1目につき) 760単位
;主1 (薄から料)までについて、 療養病床 (医療法 (昭和23年法律第2
05号) 第 7 条第 2 項第 4 号に規定する療養病床をいう。 以下同
じ。) を有する病院である指定短期入所療養介護事業所であっ
て、 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に
厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準
を満たすものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該
届出に係る病棟 (療養病床に係るものに限る。) において、 指
定短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区
分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利
用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定す
る。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満
たさない場合は、所定単位数から25単位を控除して得た単位数
を算定する。 なお、 利用者の数又は医師、 看護職員若しくは介

護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合
は、 別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

- 2 圏について、療養病床を有する病院である指定短期入所療養
介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適
合し、 かつ、 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た
ものにおける当該届出に係る病棟(療養病床に係るものに限る。)
において、 利用者 (別に厚生労働大臣が定める者に限る。) に
対して、 日中のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、 所

定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件
に関する基準を満たさない場合は、所定単位数から25単位を控
除して得た単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、看
護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基
準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところにより

.算定する。
3 国及び燭について、 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさ
･ない場合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位
数を算定する。
4 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定短期入所
療養介護事業所については、病院療養病床療養環境減算として、
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ごつ を所定単位数から減算する。
　
　 　

8

1日【こつき25単位を所定単位数から減算する。

5 医師の配置について、医療法施行規則 (昭和23年厚
生省令第5

0号) 第49条の規定が適用されている病院については、 1 日につ

6

き12単位を所定単位数から減算する。
別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す

る基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定短期入

所療養介護事業所については、当該基準に掲げる区分に従い、

1目につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
23単位イ .夜間勤務等看護(I )
14単位ロ .夜間勤務等看護(は)

- 7 単位ノ･ 夜間勤務等看護(田)

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を
行うこ

とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定短期入

所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、 片道につき184単

位を所定単位数に加算する。 ･

8 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床短期入所

療養介護費 (I )、病院療養病床短期入所療養
介護費 (肛)若しく

は病院療養病床短期入所療養介護費 (m )又は病院療養病床経過

型短期入所療養介護費を支給する場合は、それぞれ、病院療養

病床短期入所療養介護費 (I )の病院療養病床短期入所療養介護

費 (= )、 病院療養病床短期入所療養介護
費 (ロ)の病院療養病床

短期入所療養介護費鋼 )若しくは病院療養病床短期入所療養介

護費 (m )の病院療養病床短期入所療養介護費 ( m 又は病院療養

病床経過型短期入所療養介護費(肛)を算定する。

7

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医
師が

判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を

用する者
ノ、 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身

の状況

5 医師の配置について、 医療法施行規則 (昭和
23年厚生省令第5

‐ 0号) 第49条の規定が適用されている病院については、 1 目
につ

き12単位を所定単位数から減算する。
6 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す

る基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定短期入

所療養介護事業所については、当該基準に掲げる区分に従い、
1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

23単位イ 夜間勤務等看護(I )
14単位□ 夜間勤務等看護 (肛)
7 単位′、 夜間勤務等看護 (肛)

7 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う
こ

とが必要と認められる利用者に対して、 その居宅と指定短期入

所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、 片道につき184単

位を所定単位数に加算する。
8 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床短期入所

療養介護費 (I )、病院療養病床短期入所療養介護費
(虹)若しく

は病院療養病床短期入所療養介護費 (m )又は病院療養病床経過

型短期入所療養介護費くむ)若しくは病院療養病床経過型短期入

所療養介護費 (は)を支給する場合は、それぞれ、病院療養病床

短期入所療養介護費 ( D の病院療養病床短期入所療養介護費

(= )、病院療養病床短期入所療養介護
費 (□)の病院療養病床短

′ 期入所療養介護費鋼 )若しくは病院療養病床短期入所療養介護

. 費 (m )の病院療養病床短期入所療養介護費鋼 )又は病院療養
病

床経過型短期入所療養介護費 (I )の病院療養病床経過型短期入

所療養介護費畑 )著しくは病院療養病床経過型短期入所療養介

護費 (亞)の病院療養病床経過型短期入所療養介護費 (ii)を算定

する。

- イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要がある
と医師が

判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利

用する者
′･ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況
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に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
.用の必要があると医師が判断した者

9 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注 1
及び注 6 の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに

係る届出があったときは、 注 1 及び注 6 の規定による届出があ

ったものとみなす。
10 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受け
ている場合においては、 30日を超える日以降に受けた指定短期
入所療養介護については、療養病床を有する病院における短期
入所療養介護費は、 算定しない。
圏 栄養管理体制加算
←) 管理栄養士配置加算 12単位

□ 栄養士配置加算 10単位
注 1 軒)については、 次に掲げるいずれの基準にも適合するもの

として都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所
について、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 管理栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定短期入所
療養介護事業所であること。

2 口については、 次に掲げるいずれの基準にも適合するもの

として都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所
について、 1 目につき所定単位数を加算する。 ただし、 この

場合において、 管理栄養士配置加算を算定している場合は、
算定しない。
イ 栄養士を 1 名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定短期入所
療養介護事業所であること。

(6) 療養食加算 23単位
注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知
事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定短期入所療
養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供した
ときは、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい
ること。
□ 利用者の年齢、 心身の状況によって適切な栄養量及び内容

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
･ 用の必要があると医師が判断した者
9 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、 注 1
及び注 6 の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに
係る届出があったときは、 注 1 及び注 6 の規定.による届出があ

ったものとみなす。
10 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受け
ている場合においては、 30日を超える臼以降に受けた指定短期

入所療養介護については、療養病床を有する病院における短期
入所療養介護費は、 算定しない。

圏 栄養管理体制加算
を) 管理栄養士配置加算 12単位

□ 栄養士配置加算 10単位

注 1 中)については、 次に掲げるいずれの基準にも適合するもの

として都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所
について、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 管理栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基･準に適合する指定短期入所
療養介護事業所であること。

2 □については、 次に掲げるいずれの基準にも適合するもの

として都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所
について、 1 目につき所定単位数を加算する。 ただし、 この

場合において、 管理栄養士配置加算を算定している場合は、
算定しない。
イ 栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定短期入所
療養介護事業所であること。

(7) 療養食加算 23単位
注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知
事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定短期入所療

. 養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供した
ときは、 1 日につき所定単位数を加算する。
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい
ること。
口 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容
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の食事の提供が行われていること。
ノ、 食事の提供が、 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する
指定短期入所療養介護事業所において行われていること。

(7) 緊急短期入所ネットワーク加算 50単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府
県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所が、利用者 (別
に厚生労働大臣が定める者に限る。) に対し、 指定短期入所療
養介護を行った場合は、 1目につき所定単位数を加算する。
圏 特定診療費
利用者に対して、 指導管理、 リハビリテーション等のうち日常

的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ
た場合に、 別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た

額を算定する。
ノ･ 療養病床を有する診療所における短期入所療養介護費
鋼 診療所療養病床短期入所療養介護費 (1目につき)
回 診療所療養病床短期入所療養介護費 (I )
a 診療所療養病床短期入所療養介護費○ )
i 経過的要介護
ii .要介護 1
師 要介護 2

lv 要介護 3

V 要介護4
vi 要介護 5
b 診療所療養病床短期入所療養介護費鋼 )
i 経過的要介護
ii 要介護 1
川 要介護 2
iv 要介護 3
v 要介護4
vi 要介護 5

口 診療所療養病床短期入所療養介護費(□)
a 診療所療養病床短期入所療養介護費 ( o
i 経過的要介護
= 要介護 1
i茸 要介護 2

517単位
682単位
734単位
786単位
837単位
889単位

601単位
813単位
865単位
917単位
968単位
1,020単位

447単位
592単位
638単位

の食事の提供が行われていることご

ノ、 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する
指定短期入所療養介護事業所において行われていること。

圏 緊急短期入所ネットワーク加算 50単位
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府
県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所が、利用者 (別

. に厚生労働大臣が定める者に限る。) に対し、 指定短期入所療
養介護を行った場合は、 1目につき所定単位数を加算する。
団 特定診療費
利用者に対して、 指導管理、 リハビリテーション等のうち日常
的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ
た場合に、 別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た

額を算定する。
ノ･ 療養病床を有する診療所における短期入所療養介護費
制 診療所療養病床短期入所療養介護費 (1目につき)
中) 診療所療養病床短期入所療養介護費 ([ )
a 診療所療養病床短期入所療養介護費( i )
i 経過的要介護 517単位
嶺i 要介護 1 682単位
i竇 要介護 2 734単位

N 要介護 3 786単位

v 要介護 4 837単位

V i 要介護5 889単位
b 診療所療養病床短期入所療養介護費鋼 )
i 経過的要介護 601単位
ii 要介護 1 , 813単位
i範 要介護 2 、 865単位

ーv 要介護 3 917単位

v 要介護 4 - ･ 968単位

vi 要介護 5 1,020単位

□ 診療所療養病床短期入所療養介護費 (= )
a 診療所療養病床短期入所療養介護費( i )
i 経過的要介護 447単位
ii 要介護 1 592単位
i錠 要介護 2 638単位
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ーv 要介護 3 684 ,

v 要介護 4 730 ,

vi 要介護 5 776
b 診療所療養病床短期入所療養介護費(ii)
i 経過的要介護 . 536 ･

費 要介護 1 723 ･

崩 要介護2 ｣ 769 ･

iv 要介護 3
- 81頭

v 要介護4 ･ 861◆

vi 要介護5 907

ユニット型診療所療養病床短期入所療養介護費 ( 1 目につき)

ユニット型診療所療養病床短期入所療養介護費(1 )
a 経過的要介護 6 08 ･

b 要介護 1 816 ･

C 要介護 2 - 868◆

d 要介護 3 920 ,

e 要介護 4 9 7億
f 要介護 5 1,023

･

(2)
　　

に} ユニット型診療所療養病床短期入所療養介護費 (II)
a ′経過的要介護 608単位

b 要介護 T 816単位

c 要介護 2 868単位
d 要介護 3 920単位

e 要介護 4 971単位

f 要介護 5 1 023単位
特定診療所療養病床短期入所療養介護費 (1目につき)

1 023単位
　
760単位

684単位
730単位
776単位

N 要介護 3
v 要介護 4
vi 要介護 5
b 診療所療養病床短期入所療養介護費(ii)
i･ 経過的要介護
“ 要介護 1
顕 要介護2
lv 要介護 3
V 要介護4
vi 要介護 5

(3)

注 1 燭及び(2)について、 療養病床を有する診療所である指定短期
入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設
基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出たものに
おける当該届出に係る病室 (療養病床に係るものに限る。) に
おいて、 指定短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準
に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分
に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位
数を算定する。 ただし、 利用者の数が別に厚生労働大臣が定め

(2} ユニット型診療所療養病床短期入所療養介護費 (1目につき)
H ユニット型診療所療養病床短期入所療養介護費 (I )
a 経過的要介護 608 ･

b 要介護 1 . 816
･

c 要介護 2 86頭

d 要介護3 . 920 ･

e 要介護 4 971“

f 要介護5 1 023…

に} ユニット型診療所療養病床短期入所療養介護費 (亞)
a 経過的要介護 608 ･

b 要介護1 8I6、

C 要介護 2 868 ･

d ~要介護 3 920 "

e 要介護4 971…

f 要介護 5 ･ 1,023
･

圏 特定診療所療養病床短期入所療養介護費 (1目につき)
760単位

注 1 川及び(2)について、 療養病床を有する診療所である指定短期
入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設
基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出たものに
おける当該届出に係る病室 (療養病床に係るものに限る。) に
おいて、指定短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準
に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分
に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位
数を算定する。 ただし、 利用者の数が別に厚生労働大臣が定め

608単位
816単位
868単位
920単位
971単位
1,023単位

608単位
8I6単位
868単位
920単位
971単位
1,023単位

536単位
723単位
769単位
815単位
861単位
907単位

608単位
816単位
868単位
920単位
9 71単位
1,023単位

684単位
730単位
776単位

536単位
723単位
769単位
815単位
861単位
907単位
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3

4

る基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところに
より算定する。
圏について、療養病床を有する診療所である指定短期入所療
養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に
適合しているものとして都道府県知事に届け出たものにおける
当該届出に係る病室 (療養病床に係るものに限る。) において、
利用者 (別に厚生労働大臣が定める者に限る。) に対して、 日

中のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、所定単位数を
算定する。 ただし、 利用者の数が別に厚生労働大臣が定める基

準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより
算定する。
鰯について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな
い場合は、 1 日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数
を算定する。
別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定短期入所
療養介護事業所については、 1 目につき60単位を所定単位数か
ら減算する。

5 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定短期入
所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、 片道につき184単
位を所定単位数に加算する。
次のいずれかに該当する者に対して、診療所療養病床短期入
所療養介護費 (I )又は診療所療養病床短期入所療養介護費 (は)
を支給する場合は、それぞれ、診療所療養病床短期入所療養介
護費 (I )の診療所療養病床短期入所療養介護費 (ii)又は診療所
療養病床短期入所療養介護費 (亞)の診療所療養病床短期入所療
養介護費 (= )を算定する。
イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が
判断した者
ロ ー別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利

る基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところに
より算定する。
2 圏について、療養病床を有する診療所である指定短期入所療
養介護事業所であって‘別に厚生労働大臣が定める施設基準に
適合しているものとして都道府県知事に届け出たものにおける
当該届出に係る病室 (療養病床に係.るものに限る。) において、･

利用者 (別に厚生労働大臣が定める者に限る。) に対して、日
中のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、 所定単位数を
-算定する。 ただし、‘利用者の数が別に厚生労働大臣が定める基
準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところにより
算定する。
3 鰯について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな
い場合は、 1 日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数
を算定する。
4 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定短期入所
療養介護事業所については、診療所療養病床設備基準減算とし
て、 1 日につき60単位を所定単位数から減算する。

5 利用者の心身の状態、‐家族等の事情等からみて送迎を行うこ
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定短期入

. 所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、 片道につき184単
位を所定単位数に加算する。
6 次のいずれかに該当する者に対して、診療所療養病床短期入
所療養介護費 (I )又は診療所療養病床短期入所療養介護費 (は)
を支給する場合は、それぞれ、診療所療養病床短期入所療養介
護費( I )の診療所療養病床短期入所療養介護費目i)又は診療所
療養病床短期入所療養介護費 (肛)の診療所療養病床短期入所療
養介護費 (= )を算定する。
イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が
判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利

2

6

別に厚生労働大臣が定める施設基準
0 病室に隣接する廊下の幅が内法による測定で1.8m (両側に病室
がある廊下については2.7 m ) 未満であること。
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用する者 .

ノ、 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

7 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、 注 1
の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る届出
があったときは !主 1 の規定による届出があったものとみなす。
8 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受け
ている場合においては、 30日を超える日以降に受けた指定短期

入所療養介護については、療養病床を有する診療所における短
期入所療養介護費は、 算定しない。
□ (賂) -

用する者
ノ･ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

ノ フ 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注 1
の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る届出
があったときは、注 1 の規定による届出があったものとみなす。
8 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受け
ている場合においては、 30日を超える臼以降に受けた指定短期
入所療養介護については、療養病床を有する診療所における短
期入所療養介護費は、算定しない。

{4)~‘7〕 .(略)
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雫別紙列

介護報酬単位の見直し案
(変更点は下線部)

, 現 行 改 正 案

0 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準 (平成十二
年厚生省告示第二十一号)

i 鰹製撻攝中一山 K 靜g 糠いや轉旺S 蠅藝′ 辰癪聽骰増縞章一淘K 鮴
仁纏鰓立齪珊摯蝨照g 啼ご愚裂い岬ギS 刃いやo

ll 搜骰撰報わ一匁 K 群g 轢い爬靭腰 (縦照母愈纏墜準量熊本一淘 K g
巡や鑑増當嬢融漿騨繩 (蛇裂き員嫌 g 魅齢枦 S g 盤や0 ) 刃 ｣ し賦艘掬
尋諦騨畔賤絶家縦臺騨賞縦中 ~山 K g 蜷證雙艘縫釀騨対』し鬮製拇尋
癬齪畔鼬轉〉o ) S 灘曇′ 辰g 團坦綵逼K 霊簗製宝や 1珊翠S 冊軍g
展照g 製奢諦辯琶縁機鰈コレ緻製やゆギS 対い齢o

川 幅= 畔6 繋設 g 啼ご控製費問わ一淘 K 靜g 靴率贓認畔6 糯欝縁設2
程螂犯 g 鵠△ ¥′ * 6 灘 g l肛擶擾 6 甕羸後鞘や刃穐赳′ 等S 薯濠端
灘逃鼠ご鯉レレ市騨ト詫中6 村中輝o

別表
指定施設サービス等介護給付費単位数表
2 介護保健施設サービス
イ 介護保健施設サービス費 ( 1 目につき)
(謝 介護保健施設サービス費
回 介護保健施設サービス費は )
a 要介護 1 702単位
b 要介護 2 7幇単位
c 要介護 3 804単位
d 要介護 4 858単位

e 要介護 5 9円単位

口 介護保健施設サービス費 (n )
a 要介護 1 781単位

指定施設サ
2 7 言介護保健施設サービス
イ 介護保健施設サービス費 ( 1 目につき)
(謝 介護保健施設サービス費
回 介護保健施設サービス費は )
a 要介護 1 702単位
b 要介護 2 7幇単位
c 要介護 3 804単位
d 要介護 4 858単位

e 要介護 5 9円単位

口 介護保健施設サービス費 (n )
a 要介護 1 781単位

指定施設サービス等介護給付費単位数表
2 介護保健施設サービス
イ 介護保健施設サービス費 (1日に
(1) 介護保健施設サービス費 (I )
←) 介護保健施設サービス費○ )

･口 介護保健施設サービス費鋼 )
a 要介護 1 781単位

- 1 -



830単位b 要介護 2 ･
883単位c 要介護 3 、

937単位d 要介護 4
990単位e 要介護 5

(方 小規模介護保健施設サービス費
←) 小規模介護保健施設サービス費( 0

702単位-
a 要介護 1

751単位b 要介護 2 ･

804単位c 要介護3

･ 830単位b 要介護 2
8 83単位c 要介護 3
937単位d 要介護 4
990単位e 要介護 5

(2) 介護保健施設サービス費 (= )

←) 介護保健施設サービス費( i )
703単位a 要介護 1
786単位b 要介護2
860単位c 要介護 3
914単位d 要介護4
967単位e 要介護 5

口 介護保健施設サービス費鋼 )
782単位a 要介護 1
865単位･ b 要介護 2
939単位c 要介護 3
993単位d 要介護 4 ‐
1,046単位e 要介護 5

畑 J 介護保健施設サービス費 (m )
. ←) 介護保健施設サービス費 ( i )

703単位a 要介護 1
780単位b 要介護 2
833単位c 要介護3
, 887単位d 要介護 4
940単位e 要介護 5

□ 介護保健施設サービス費鋼 )
782単位a 要介護 1
859単位b 要介護 2
912単位c 要介護 3
966単位d 要介護4
1,0 19単位e 要介護 5 ･
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d 要介護 4 858単位
e ‐要介護 5 . 911単位
□ 小規模介護保健施設サービス費(亞)
a 要介護 1 781単位
b 要介護 2 830単位
c 要介護 3 883単位
d 要介護 4 937単位

e 要介護 5 990単位
口 ユニット型介護保健施設サービス費 (惟目につき)

-

(中 ユニット型介護保健施設サービス費
回 ユニット型介護保健施設サービス費 (I )
a 要介護 1 784単位
b 要介護 2 833単位

c 要介護 3 8 86単位
d 要介護 4 940単位

e 要介護 5 993単位
(コ ユニット型介護保健施設サービス費 (肛)
a 要介護 1 784単位
b 要介護 2 833単位

c 要介護 3 886単位
d 要介護 4 ･ 940単位

e 要介護 5 993単位

口 ユニット型介護保健施設サービス費 ( T 目につき) ‐

樹 ユニット型介護保健施設サービス費 ( I )
←} ユニット型介護保健施設サービス費 ( i ) ,
a 要介護 1 784単位
b 要介護 2 833単位

c 要介護 3 886単位
d 要介護 4 940単位

e 要介護 5 993単位
に) ユニット型介護保健施設サービス費 (= )
a .要介護 1 784単位
b 要介護 2 833単位

c 要介護 3 886単位
d ･ 要介護 4 940単位

e 要介護 5 9班単位
囮 ユニット型介護保健施設サービス費 (肛)
H ユニット型介護保健施設サービス費 ( i )
a 要介護 1 785単位
b 要介護 2 . 868単位

　
c 要介護 3 942単位
d ･ 要介護 4 996単位

e 要介護 5 1 049単位
に} ユニット型介護保健施設サービス費鋼 )
a 要介護 1 785単位
b 要介護 2 868単位

c 要介護 3 942単位
d 要介護 4 996単位

e 要介護 5 1.049単位
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(2) ユニット型小規模介護保健施設サービス費
←) ユニット型小規模介護保健施設サービス費□ )
a 要介護 1 784単位
b 要介護 2 833単位

c 要介護 3 886単位
d 要介護 4 940単位

e 要介護5 993単位
(二} ユニット型小規模介護保健施設サ - ビス費 (肛)
a 要介護 1 784単位
b 要介護 2 833単位

c 要介護3 886単位
d 要介護 4 940単位

e 要介護 5 . 993単位
注 1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に厚生

労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た
すものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において

、介護保健施設サービスを行った場合に、当該施設基準に掲げる
区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入
所者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する
(イ(2)又は口(2川こついては、 入所者が入所した日から起算して180

日以内の期間に限り算定する。 )。 ただし、 当該夜勤を行う職員

の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分

圏 ユニット型介護保健施設サービス費 (m )
H ユニット型介護保健施設サービス費 ( i )
a 要介護 1 785単位
b 要介護 2 862単位

c 要介護 3 915単位
d 要介護 4 969単位
e
･要介護 5 - 1,022単位

に} ユニット型介護保健施設サービス費 (= )
a 要介雷莚1 ~ 785単位
b 要介護 2 862単位

c 要介護 3 915単位
d ･要介護 4 969単位

e 要介護 5 1,022単位

注 1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に厚生

労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た
すものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において

、 介護保健施設サービスを行った場合に、 当該施設基準に掲げる

区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入
所者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する

。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさ
ない場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する

。 なお、 入所者の数又は医師、 看護職員、 介護職員、 理学療法士

- 4 -

帰一.し武一… ◇ ＼査洲--…- " }、 蓄、…- } -レ ーサ ,,,,- - " ^̂ -̂ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　



、作業療法士若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労働大臣
が定める基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるとこ

ろにより算定する。

の97に相当する単位数を算定する。 なお、 入所者の数又は医師、
･看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法士若しくは介護支援
専門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は

、 別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。
0 介護保健施設サービス費(I )
･ 現行の介護保健施設サービス費と同様。
0 介護保健施設サービス費 (虹)又は介護保健施設サービス費 (田)
･ 平成18年 7 月 1 日から平成24年 3 月31日までの間に病床の転

. 顔を行って開設した介護老人保健施設であること。
･ 算定日が属する目の前12月間における新規入所者のうち、 医

療機関から入所した者の割合と家庭から入所した者の割合の差

が、 35 % 以上であること。
･ 算定日が属する月の前 3 月間において、 入所者及び当該介護

老人保健施設が行う短期入所療養介護の利用者のうち、 ｢経管
栄養｣ 若しくは ｢喀痰吸引｣ を実施している者の割合が15 % 以

上又は ｢認知症高齢者の日常生活自立度判定基準｣ におけるラ
ンク M に該当する者の割合が 0 % 以上であること。
(介護保健施設サービス費 (肛)は40人以下の施設のみ算定可。 )

別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基
準の内容は次のとおり。-
0 介護保健施設サービス費□ )
･ 現行の介護保健施設サービス費と同様。
0 介護保健施設サービス費 (肛)
. 介護保健施設サービス費 ( I )の基準を満たしていること。
･ 入所者の数を41で除して得た数以上の夜勤を行う看護職員を
‘ 配置していること。
○ ,介護保健施設サービス費 (肛)
･ .介護保健施設サービス費 は )の基準を満たしていること。
･ 看護職員により、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションと

の連携により、夜勤時間帯を通じて連絡体制を整備し、
･かつ、 必要に応

じて診療の補助を行う体制を整備していること。

注 :ユニット型においても同様の施設基準



2 口について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない
場合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を算
定する。
3 一別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束
廃止未実施減算として、 1目につき5単位を所定単位数から減算す
る。 '

4 次に掲げるいずれの基準にも適合する介護老人保健施設につい
て、 リハ ビリテーションマネ ジメ ン ト加算と して、 1 目 につき25

単位を所定単位数に加算する。
イ 医師、 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の
者が共同して、 入所者ごとのリハビリテーション薬施計画を作
成していること。
口 入所者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医
師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士がリ
ハビリテーションを行っているとともに、 入所者の状態を定期
的に記録していること。
ノ、 入所者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期
的に評価し、 必要に応じて当該計画を見直していること。
二 リハビリテ [ ションを行う医師、 理学療法士、 作業療法士又
は言語聴覚士が、看護職員、介護職員その他の職種の者に対し

、 リハビリテーションの観点から、 日常生活上の留意点、 介護
の工夫等の情報を伝達していること。

5 入所者に対して、 医師又は医師の指示を受けた理学療法士、 作
業療法士又は言語聴覚士が、 その入所の日から起算して 3 月以内
の期間に集中的にリハビリテーションを行った場合は、 短期集中
リハビリテーション実施加算どして、 1 日につき60単位を所定単
位数に加算する。 ただし、 この場合において、 リハビリテーショ
ンマネジメント加算を算定していない場合は、 算定しない。
6 軽度の認知症であると医師が判断した者であって、 リハビリテ
ーンョンによって生活機能の改善が見込まれると判断されたもの
に対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する介護老
人保健施設が、 医師又は医師の指示を受けた理学療法士ゞ 作業療
法士又は言語聴覚士が集中的なリハビリテーションを個別に行っ
た場合に、 認知症短期集中リハビリテーション実施加算として、
入所の日から起算して 3 月以内の期間に限り、 1 週に 3 回を限度

2 口について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない
場合は、 f 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を算
定する。

-

3 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束
廃止未実施減算として、 1目につき5単位を所定単位数から減算す
る。
4 次に掲げるいずれの基準にも適合する介護老人保健施設につい
て、 リハ ビリテーションマネジメ ン ト加算と して、 1 目につき25

単位を所定単位数に加算する。
℃

イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の
者が共同して、 入所者ごとのリハビリテーション実施計画を作
成していること。
口 入所者ごとのリハビリ.テーション実施計画に従い医師又は医
師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士がリ
ハビリ〒 - ションを行っているとともに、 入所者の状態を定期
的に記録していること。
ハ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期
- 的に評価し、 必要に応じて当該計画を見直していること。
二 リハビリテーションを行う医師、 ･理学療法士、 作業療法士又
は言語聴覚士が、看護職員、介護職員その他の職種の者に対し

、 リハ ビリ,テー ションの観点から、 日常生活上の留意点、 介護

の工夫等の情報を伝達していること。
5 入所者に対して、 医師又は医師の指示を受けた理学療法士、 作
業療法士又は言語聴覚士が、 その入所の日から起算して 3 月以内
の期間に集中的にリハビリテーションを行った場合は、 短期集中
リハビリテーション実施加算として、 1目につき60単位を所定単
位数に加算する。 ただし、 この場合において、 リハ ビリテーショ

ンマネジメント加算を算定していない場合は、 算定しない。
6 軽度の認知症であると医師が判断した者であって、 リハビリテ
ーソヨンによって生活機能の改善が見込まれると判断されたもの

に対して、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する介護老
人保健施設が、 医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療
法士又は言語聴覚士が集中的なリハビリテーションを個別に行っ
た場合に、認 知症短期集中リハビリテーション実施加算として、
入所の日から起算して 3 月以内の期間に限り、 T 週に 3 回を限度
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として 1 回につき60単位を所定単位数に加算する。 ただし、 この

場合において、 リハ ビリテーションマ
ネジメ ント加算を算定して

いない場合は、 算定しない。
フ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において、日常生活に

支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから介

護を必要とする認知症の入所者に対して介護保健施設サービスを

行った場合は、 1 目につき76単位を所定単位
数に加算する。

8 入所者に対して居宅における外泊を認めた場合は、 1 月に 6 日

を限度として所定単位数に代えて 1 目につき444単位を算定する□

ただし、 外泊の初日及び最終日は、 算
定できない。

9 入所者であって、 退所が見込まれる者をその居
宅において試行

的に退所させ、介護老人保健施設が居宅サービスを提
供する場合

に 1 月 に 6 日を限度として所定単位数に代えて 1 目につき800単位

を算定する。 ただし、 試行的退所に係る初日及
び最終日は、 算定

できない。 また、 この場合にねいて、 注
8に掲げる単位を算定する

場合は、 算定しない。
10 平成17年 9 月30日において従来型個室に入所している者であっ

て、 平成17年10月 1 日以後引き続き従
来型個室に入所するもの (

別に厚生労働大臣が定めるものに限る。 ) に対して、 介護保健施

設サービス費を支給する場合は、 当分の間、 介護保健施設サー
ビ

ス費 (肛)又は小規模介護保健施設サービス費 (□)を算定する。

= 次のいずれかに該当する者に対して、介護保健施設サービス費

を支給する場合は、介護保健施設サービス費 (は)又は小規模
介護

保健施設サービス費 (は)を算定する。
‐

イ 感染症等により、 従来型個室への入所が必要である
と医師が

判断した者であって、 従来型個室への入所期間が30日以
内であ

るもの
ノ

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入所

する者 、

′･ 著しい精神症状等により、 同室の他の入所者の心身の状況に

として 1 回につき60単位を所定単位数に加算する。 ただし、 この

場合において、 リハビリテーションマネ
ジメント加算を算定して

･ いない場合は、 算定しない。
7
‘ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において、日常生活に

支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから介

護を必要とする認知症の入所者に対して介護保健施設サービスを

行った場合は、 1 目につき76単位を所定単位
数に加算する。

8 入所者に対して居宅に.おける外泊を認めた場合は、 1月に 6 日

を限度として所定単位数に代えて 1 目につき444単位を算定する。
ただし、 外泊の初日及び最終日は、 算定で

きない。
9 入所者であって、 退所が見込まれる者をその居宅に

おいて試行.

的に退所させ、介護老人保健施設が居宅サービスを堤供
す-る場合

に 1 月 に 6 日を限度として所定単位数に代えて 1 目につき800単位

を算定する。 ただし、 試行的退所に係る初日及
び最終日は、 算定

できない。 また、 この場合において、 注8に掲
げる単位を算定する

場合は、 算定しない。
10 平成17年 9 月30日において従来型個室に入所している者であっ

て、 平成17年1･0月 1 日以後引き続き
従来型個室に入所するもの (

別に厚生労働大臣が定めるものに限る。 ) に対して、 介護保健施

設サービス費を支給する場合は、 当分の間、 介護保健施設サー
ビ

ス費 (I )の介護保健施設サニビス費 (ii)、 介護保健施設サービス

費 (は)の介護保健施設サービス費 (ii)又は介護保健施設サービス

費 (田)の介護保健施設サービス費 (= )を算定する。
円 次のいずれかに該当する者に対して、介護保健施設サービス費

を支給する場合は、介護保健施設サービス費 (I )の介護保健
施設

サービス費 (ii)、 介護保健施設サービス費 (ロ)の介
護保健施設サ

ービス費 (ii)又は介護保健施設サービス費 (m )の介護保健施設サ

ービス費 (ii)を算定する。
イ 感染症等により、 従来型個室への入所が必要である

と医師が

判断した者であって、 従
･来型個室への入所期間が30日以内であ

るもの ‐

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入所

する者
ハ 著しい精神症状等により、 同室の他の入所者の心身の状況に
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重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、 従来型個室への入所

が必要であると医師が判断した者
12 イ(2)及び(斜並びに口(2)及び国についで、 別に厚生労働大臣が定

~める基準に適合する入所者については、 ターミナルケア加算とし

て、 死亡日以前30日を上限として 1 目につき死亡月に
240単位を所

定単位数に加算する･。 ただし、 退所した日の翌日から死亡日まで

の間は･ 算定 しない。

重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、 従来型個室への入所

が必要であると医師が判断した者

※ 別に厚生労働大臣が定める者

.○ 医師カミ医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者で

あること。
- ○ 入所者やその家族等の同意を得て、 当該入所者のターミナルケ

アに係る計画が作成されていること。
0 医師、 看護師、 介護職員等が共同して、 少なくとも一過につき

一回以上、 本人やその家族へ説明を行い、 同意を得てターミナル

ケアが行われていること。
0 入所している施設や当該入所者の居宅において死亡した者であ

ること。

13 イ(2)及び(斜並びに.口(2)及び国について、 入所者に対して、 指導

管理等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が

定めるものを行った場合に、 特別療養費として、 別に厚生労働六

･臣が定める単位数に10円を乗じて･得た額を所定単位数に加算する

o

※ 別に厚生労働大臣が定めるもの及び単位数
0 別紙 4 を参照。

14 イ(2)及び㈱並びに口(2)及び鰡)について、 別に厚生労働大臣が定

める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

介護老人保健施設については、 療養体制維持特別加算として、 1

日につき27単位を所定単位数に加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準
　

　

　

　 　 　
○ 介護職員を 4 : 1 で配置していること。

- 8 -



′、~ ル . (路)
　 　 　

　
介護療養施設サービス
イ 療養病床を有する病院における介護療養施設サービス
圏 療養型介護療養施設サービス費 ( T目につき)
回 療養型介護療養施設サービス費(I )
a 療養型介護療養施設サービス費 G )
i 要介護 1
ii 要介護 2
iii - 要介護 3

fv 要介護 4

v 要介護 5
b 療養型介護療養施設サービス費 (ii)
i 要介護 1
ii 要介護 a
i錠 要介護 3
lv 要介護 4
V 要介護 5

口 療養型介護療養施設サービス費(肛)
a 療養型介護療養施設サービス費 0 )
i 要介護 1 ･

= 要介護2
i茸 要介護 3
-v 要介護4
V 要介護5
b 療養型介護療養施設サービス費(m )
誉 要介護 1
= 要介護 2
i餌 要介護 3
N 要介護4
v 要介護 5 .

日 療養型介護療養施設サービス費 (m )

671単位
781単位
1,0 19単位

1漣20単位

亀2羽単位

782単位
892単位
1,130単位
1,231単位
1,322単位

611単位
720単位
880単位
1,036単位

t 078単位

722単位
831単位
991単位
1,147単位

1 189単位

0 転換前、 介護職員を 4 : 1 で配置していたこと。
(今後、 入所者の介護ニーズについて実態を把握し、 介護療養型医療施設
からの転換が終了する平成24年 4月以降の対応を検討する。 )

ノ、~ ル (略) ･
3 介護療養施設サービス
イ 療養病床を有する病院における介護療養施設サービス
鋤 療養型介護療養施設サービス費 (1 日につき)
回 療養型介護療養施設サ汁ビス費 (I )
← a 療養型介護療養施設サービス費くり
i 要介護 1
ii 要介護2
副 要介護 3

･

lv 要介護4
v 要介護5
b 療養型介護療養施設サービス費価 )
i 要介護菅
ii 要介護 2
副 要介護 3

N 要介護 4
v 要介護 5

□ 療養型介護療養施設サービス費 (亞)
a 療養型介護療養施設サービス費 ( i)
i 要介護 1
ii 要介護 2 -
副 要介護 3
lv 要介護4
v 要介護 5
b 療養型介護療養施設サービス費鋼 )
i 要介護 1 ･

ii 要介護 2
前 要介護 3
円 要介護4
v .要介護 5

E } 療養型介護療養施設サービス費 (田)

671単位
781単位
1,0 19単位

1 120単位
1,2日単位

782単位
892単位
1‐溝30単位
1,231単位
1,322単位

6餌単位
720単位
880単位
1,036単位

t 078単位

- 722単位
831単位
991単位
1,l47単位
1溝89単位

- 9 -
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a 療養型介護療養施設サービス費 ( i )
i 要介護す
ii 要介護2
i範 要介護 3
lv 要介護4
v 要介護 5
b 、療養型介護療養施設サービス費 (“)
i 要介護 1
ii 要介護 2
川 要介護 3
iV 要介護4
v 要介護5
療養型経過型介護療養施設サービス費

･( 1 目につき)(2)

十) 療養型経過型介護療養施設サービス費 (I )
a 要介護 1 671単位

b 要介護 2 781単位

c 要介護 3 889単位

d 要介護 4 980単位

e 要介護 5 l,07 1単位
‐

□ 療養型経過型介護療養施設サービス費 (は)
a 要介護 1 782単位

581単位
692単位
843単位
L OOO単位
1,041単位

692単位
803単位
954単位
TJ 11単位
1,152単位

、 a 療養型介護療養施設サービス費 ( L )
i 要介護す
ii 要介護 2 ･

i貸 要介護 3
ーV 要介護4
v 要介護 5
b 療養型介護療養施設サービス費鋼 )
i 要介護 1
ii 要介護 2
iii ‐要介護 3

N 要介護 4
v 要介護 5 、

(の 療養型経過型介護療養施設サービス費 (1 目につき)
中) 療養型経過型介護療養施設サ - ビス費くり
a 療養型経過型介護療養施設サービス費 (○
i 要介護 1 671単位

ii 要介護 2 781単位
i範 要介護 3 931単位

対 要介護4 1 022単位

v 要介護 5 1 n 3単位
b 療養型経過型介護療養施設サービス費 (= )
i 要介護 1 -

782単位

一= 要介護 Z . 892単位
i鱒 要介護 3 L 042単位

iV 要介護 4 1,133単位

v 要介護 5 1,224単位

口 療養型経過型介護療養施設サービス費 (□)
a 療養型経過型介護療養施設サービス費 ( i )
i 要介護 1 67薹単位
= 要介護 2 781単位

iii 要介護 3 889単位

lv 要介護 4 9 80単位

v 要介護 5 1,071単位

b 療養型経過型介護療養施設サービス費 (ii)

簿 要介護 1‐ 782単位

5田単位
692単位
8 43単位
1,000単位
1,041単位

692単位
803単位
954単位
乱 n 1単位
1計52単位



b 要介護 2 892単位

c 要介護 3 t ooo単位
d 要介護 4 1,091単位

e 要介護 5 1,182単位
ユニット型療養型介護療養施設サービス費 (1 目につき) .
ユニット型療養型介護療養施設サービス費 (I )
a 要介護 1 785単位
b 要介護2 895単位
c 要介護 3 1,l33単位

d 要介護 4 ~ 1,234単位

e 要介護 5 1 325単位
ユニット型療養型介護療養施設サービス費 (は)
a 要介護 1 785単位
b 要介護 2 895単位

c 要介護 3 1,133単位
d 要介護 4 1,234単位

e 要介護 5 ･ i,325単位

(3)
　　

注 1 療養病床 (医療法 (昭和23年法律第205号) 第 7 条第 2項第4
号に規定する療養病床をいう。以下同じ。 ) を有する病院であ
る指定介護療養型医療施設 (法第48条第 1項第 3 号に規定する
指定介護療養型医療施設をいう。 以下同じ。 ) であって、 別に

ii 要介護 2 ~ 892単位
顕 要介護 3 . 1,000単位

N 要介護 4 1.091単位
v 要介護 5 1,182単位

圏 ユニット型療養型介護療養施設サービス費 (1 日にづき)
中〕 ユニット型療養型介護療養施設サービス費□ )
･ a ･要介護 1 785単位
b 要介護 2 895単位

c 要介護 3 1,す33単位
d 要介護 4 1,234単位
e ‘要介護 5 1 325単位

に〕 ユニット型療養型介護療養施設サービス費(亞)
a 要介護 1
b 要介護2
c 要介護3
d 要介護4
e 要介護5

785単位
895単位
1! 33単位
1,234単位
1,325単位

榊 ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費 目 目につき
) ･

H ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費 ( I )
a 要介護 1 785単位
b 要介護 2 895単位

c 要介護 3 1,045単位
d 要介護 4 1 136単位

e 要介護 5 1.227単位
□ ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費 (□)
a 要介護 1 785単位
b 要介護 2 895単位

c 要介護 3 1,045単位
d 要介護 4 - 1,136単位

e 要介護 5 1 227単位
注 1 療養病床 (医療法 (昭和23年法律第205号) 第フ条第 2 項第 4
号に規定する療養病床をいう。以下同じ。 ) を有する病院であ
る指定介護療養型医療施設 (法第48条第 1項第 3 号に規定する
指定介護療養型医療施設をいう。 以下同じ。 ) であって、 別に



3

5

6

厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に厚生労働
大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たす
ものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に係
る病棟 (療養病床に係るものに限る。 ) において、 指定介護療
養施設サービス (岡号に規定する指定介護療養施設サービスを
いう。 以下同じ。 ) を行った場合に、 当該施設基準に掲げる区
分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入
院患者の要介護状態区分に応じて、 それぞれ所定単位数を算定
する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を
満たさない場合は、所定単位数から25単位を控除して得た単位
数を算定する。なお、入院患者の数又は医師、看護職員、介護
職員若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労働大臣が定め
る基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところに
より算定する。
圏について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな
い場合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位数
を算定する。
別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘
束廃止未実施減算として、 1 目につき 5 単位を所定単位数から
減算する。
別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護療養
型医療施設については、 当該施設基準に掲げる区分に従い、 1
目につき次に掲げる単位数を所定単位数から減算する。
イ 病院療養病床療養環境減算(I ) 25単位
口 病院療養病床療養環境減算(亞) ‐ 85単位
医師の配置について、 医療法施行規則 ( 昭和23年厚生省令第5
0号) 第49条の規定が適用されている病院については、 1 日につ
きT2単位を所定単位数から減算する。
別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す
る基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護療
養型医療施設については、 当該基準に掲げる区分に従い、 1 目

につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
イ 夜間勤務等看護 (I ) 23単位
口 夜間勤務等看護(肛) 14単位

ノ、 夜間勤務等看護 (m ) フ単位

2

厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に厚生労働
大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たす
ものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に係
る病棟 (療養病床に係るものに限る。 ) において、 指定介護療
養施設サービス (岡号に規定する指定介護療養施設サービスを
いう。 以下同じ。 ) を行った場合に、 当該施設基準に掲げる区
分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入
院患者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定
する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を
満たさない場合は、所定単位数から25単位を控除して得た単位
数を算定する。 なお、 入院患者の数又は医師、 看護職員、 介護
職員若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労働大臣が定め
る基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところに
より算定する。
2 圏及び燭について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満
たさない場合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する
単位数を算定する。
3 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘
束廃止未実施減算として、 1 目につき 5 単位を所定単位数から
減算する。
4 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護療養
型医療施設については、 病院療養病床療養環境減算として、 1
目につき25単位を所定単位数から減算する。

5 医師の配置について、 医療法施行規則 (昭和23年厚生省令第5
0 号) 第49条の規定が適用されている病院については、 1 目につ

き12単位を所定単位数から減算する。.
6 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す
る基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護療
養型医療施設については、 当該基準に掲げる区分に従い、 1 目

につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。
イ 夜間勤務等看護(I) 23単位
口 夜間勤務等看護(1I) 14単位
ノ･ 夜間勤務等看護(虹) フ単位

一僅2 ー
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7 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合は、 1月に

6 日を限度として所定単位数に代えて 1 目につき444単位を算定

する。 ただし、 外泊の初日及び最
終日は、 算定できない。

8 (2)について、 入院患者であって、 退院
が見込まれる者をその

居宅において試行的に退院させ、指定介護療養型医療施設
が居

宅サービスを提供する場合に 1月に 6日を限度として所定単位

数に代えて 1 目につき800単位を算定する。 ただし、 試行的退院

に係る初日及び最終日は、 算定できない。 また、
~この場合にお

いて、 注 7 に掲げる単位を算定
する場合は、 算定しない。

9 入院患者に対し専門的な診療が必要になった場合であって、

当該患者に対し他の病院又は診療所において当該診療が行われ

た場合は、 1 月に 4 日を限度として
所定単位数に代えて 1 目に

つき444単位を算定する。
笹 平成17年 9 月30日において従来型個室に入院している者であ

って、 平成17年10月 1 日以後引
き続き従来型個室に入院するも

の (別に厚生労働大臣が定めるものに限る。 ) に対して~ 療養

型介護療養施設サービス費 ( I )、 療養型介護療養施設サー
ビス

費 (肛)若しくは療養型介護療養施設サービス費 (田)又は療養型

経過型介護療養施設サービス費を支給する場合は、当分の間、
それぞれ、療養型介護療養施設サー

ビス費 (I )の療養型介護療

養施設サービス費 (= )、 療養型介護療養施設サー
ビス費 (□)の

療養型介護療養施設サービス費畑 )若しくは療養型介護療養施

設サービス費 (肛)の療養型介護療養施設サービス費 (= )又は療

養型経過型介護療養施設サービス費(□)を算定する。

月 次のいずれかに該当する者に対して、
.療養型介護療養施設サ

ービス費 ( I )、 療養型介護療養施設サー
ビス費 (亞)若しくは療

養型介護療養施設サービス費 (m )又は療養型経過型介護療養施

設サービス費を支給する場合は、それぞれ、療養型介護療養施

設サービス費 ( I )の療養型介護療養施設サービス費 (ii)、 療養

型介護療養施設サービス費 (肛)の療養型介護療養施設サービス

費 (ii)若しくは療養型介護療養施設サービス費 (田)の療養型介

ブ 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合は、 1 月に

6 日を限度として所定単位数に代えて 1 目につき444単位を算定

.する。 ･ただし、 外泊の初日及
び最終日は、 算定できない。

8 (2汲 び燭について、 入院患者であつて、、退院
が見込まれる者

をその居宅{こおいて試行的に退院させ、指定介護療養型医療施

設が居宅サービスを提供する場合に 1 月に 6 日を限度として所

定単位数に代えて 1 目につき800単位を算定する。 ただし、 試行

的退院に係る初日及び最終日は、 算定できない。‐また、 この
場

合において、 注 7 に掲げる単位を算定
する場合は、 算定しない

9 入院患者に対し専門的な診療が必要になった場合であって、

当該患者に対し他の病院又は診療所において当該診療が行われ

た場合は、 1月に 4 日を限度として
所定単位数に代えて 1 目に

つき444単位を算定する。
10 平成17年 9 月 30日において従来型個室に.入院している者で

あ

って、 平成17年10月 1 日以後引
き続き従来型個室に入院するも

の (別に厚生労働大臣が定めるものに限る。 ) に対して、 療養

型介護療養施設サービス費 ( D、 療養型介護療養施設サービス

費 (亞)若.しくは療養型介護療養施設サービス費 (肛〉又
は療養型

経過型介護療養施設サニビス費 (I )若しくは療養型経過型介護

療養施設サービス費(肛)を支給する場合は、 当分の間、 それぞ

れ、療養型介護療養施設サービス費
( D の療養型介護療養施設

サービス費 鋼 )、 療養型介護療養施設サー
ビス費 (虹)の療養型

介護療養施設サービス費 (iD 若しくは療養型介護療養施設サー

ビス費 (田)の療養型介護療養施設サービス費鋼 )又は療養型経

過型介護療養施設サー･ビス費 (I )の療養型経過型介護療養施設

サービス費 (ii)若しくは療養型経過型介護療養施設サービス費 (

は)の療養型経過型介護療養施設サービス費 (ii)を算定する。
= 次のいずれかに該当する者に対して、療養型介護療養施設サ

ービス費 ( I )、 療養型介護療養施設サー
ビス費 (□)‐若しくは療

養型介護療養施設サ“ビス費 (肛)又は療養型経過型介護療養施

設サービス費 (I )若しくは療養型経過型介護療養施設サービス

費 (亞)を支給する場合は、それぞれ、療養型介護療養施設サ
ー

ビス費 ( I )の療養型介護療養施･設サービス費 (ii)、 療養型介護

療養施設サービス費 (肛)の療養型介護療養施設サービス費くめ



護療養施設サービス費 (= )又は療養型経過型介護療養施設サー
ビス費 (肛)を算定する。

イ 感染症等により、 従来型個室への入院が必要であると医師
が判断した者であって、 従来型個室への入院期間が30日以内
であるもの
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入
院する者

･ /、 著しい精神症状等により、 同室の他の入院患者の心身の状
況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室へ
の入院が必要であると医師が判断した者･

料) 初期加算 30単位

注 入院した日から起算して30日以内の期間については、 初期加
算として、 1 目につき所定単位数を加算する。

同 退院時指導等加算
を) 退院時等指導加算
. a 退院前後訪問指導加算 , 460単位
b 退院時指導加算 400単位
c 退院時情報提供加算 500単位
d 退院前連携加算 ･ 500単位

□ 老人訪問看護指示加算 300単位
注す 十)の a については、 入院期間が 1月を超えると見込まれる

入院患者の退院に先立って当該入院患者が退院後生活する居
宅を訪問し、 当該入院患者及びその家族等に対して退院後の
療養上の指導を行った場合に、入院中 1回 (入院後早期に退
院前訪問指導の必要があると認められる入院患者にあっては

、 2 回) を限度として算定し、 入院患者の退院後30日以内に
当該入院患者の居宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等
に対して療養上の指導を行った場合に、 退院後す回を限度と
して算定する。
入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等
に入所する場合であって、 当該入院患者の同意を得て、 当該

社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったと

若しくは療養型介護療養施設サービス費 (m )の療養型介護療養
施設サービス費(iD .又は療養型経過型介護療養施設サービス費(
I )の療養型経過型介護療養施設サービス費 (= )若しくは療養型
経過型介護療養施設サービス費 (は)の療養型経過型介護療養施
す設サービス費 (= )を算定する。
イ 感染症等により、 従来型個室への入院が必要であると医師

' が判断した者であって、 従来型個室への入院期間が30日以内
であるもの
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入
院する者
ノ、 著しい精神症状等により、 同室の他の入院患者の心身の状
況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、 従来型個室へ
の入院が必要であると医師が判断した者

圏 初期加算 30単位
注 入院した日から起算して30日以内の期間については、 初期加
算として、 T 目につき所定単位数を加算する。 ‐

同 退院時指導等加算
中) 退院時等指導加算
a 退院前後訪問指導加算 460単位
b 退院時指導加算 400単位
c 退院時情報提供加算 500単位
d 退院前連携加算 500単位

□ 老人訪問看護指示加算 300単位
注す ←)の a については、 入院期間が 1 月を超えると見込まれる

入院患者の退院に先立って当該入院患者が退院後生活する居

. 宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等に対して退院後の
療養上の指導を行った場合に、 入院中 1 回 (入院後早期に退

院前訪問指導の必要があると認められる入院患者にあっては

、 2 回) を限度として算定し、 入院患者の退院後30日以内に

当該入院患者の居宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等
に対して療養上の指導を行った場合に、 退院後 1 回を限度と
して算定する。
入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等
に入所する場合であって、 当該入院患者の同意を得て、 当該
社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったと

‐ 14 -

…→ 一 瀬~ " ･ ,′ " } ミ】一ものもし………………--{…｣ - 十̂一- - 、-…術…… 】 , . ルー.し飴- - - -... ,.‐肯 U~…~…… … ^ ･ …“ ｣ !-“内--喀---- --¥~…･一…-、…--.一



きも、 同様に算定する。
2 一の b については 入 壱‘ 日が

4

5

中)の b については、 入院期間が 1 月を超える入院患者が退
院し、 その居宅において療養を継続する場合において･ 当該

入院患者の退院時に、当該入院患者及びその家族等に対して

、 退院後の療養上の指導を行った場合に、 入院患者 1 人につ
き 1回を限度として算定する。
を)の c については、 入院期間が 1月を超える入院患者が退
院し、 その居宅において療養を継続する場合において、 当該

入院患者の退院後の主治の医師に対して、当該入院患者の同
意を得て、当該入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該
入院患者の紹介を行った場合に、 入院患者 1 人につき 1 回に
限り算定する。
入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等
に入所する場合であって、 当該入院患者の同意を得て、 当該
社会福祉施設等に対して当該入院患者の診療状況を示す文書
を添えて当該入院患者の処遇に必要な情報を提供したときも

、 同様に算定する。
←)の d については、 入院期間が 1月を超える入院患者が退
院し、 その居宅において居宅サービスを利用する場合におい
て、 当該入院患者の退院に先立って当該入院患者が利用を希
望する指定居宅介護支援事業者に対して、当該入院患者の同
意を得て、当該入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該
入院患者に係る居宅サービスに必要な情報を提供し、 かつ、
当該指定居宅介護支援事し業者と連携して退院後の居宅サービ
スの利用に関する調整を行った場合に、 入院患者 1 人につき
1回を限度として算定する。
口については、入院患者の退院時に、指定介護療養型医療
施設の医師が、診療に基づき、指定訪問看護が必要であると
認め、 当該入院患者の選定する指定訪問看護ステーションに
対して、当該入院患者の同意を得て、訪問看護指示書を交付
した場合にV 入院患者 1 人につき 1 回を限度として算定する

3

圏 栄養管理体制加算
中) 管理栄養士配置加算 12単位
□ 栄養士配置加算 10単位

きも、 同様に算定するき
2 中)の b については、 入院期間が 1 月を超える入院患者が退
院し、 その居宅において療養を継続する場合において、 当該
入院患者の退院時に、 当該入院患者及びその家族等に対して

、 退院後の療養上の指導を行った場合に、 入院患者 1 人につ
き 1 回を限度として算定する。'
･3 ←)の c については、 入院期間が 1月を超える入院患者が退
院し、 その居宅において療養を継続する場合において、 当該

入院患者の退院後の主治の医師に対して、当該入院患者の同
意を得て、当該入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該
入院患者の紹介をイテった場合にゞ 入院患者 1 人につき 1 回に
限り算定する。
入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等
に入所する場合であって、 当該入院患者の同意を得て、 当該
社会福祉施設等に対して当該入院患者の診療状況を示す文書
を添えて当該入院患者の処遇に必要な情報を提供したときも

、 同様に算定する。
4 』)の d については、 入院期間が 1 月を超える入院患者が退
院し、 その居宅において居宅サービスを利用する場合におい
て、 当該入院患者の退院に先立って当該入院患者が利用を希
望する指定居宅介護支援事業者.に対して、当該入院患者の同
意を得て、当該入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該
入院患者に係る居宅サービスに必要な情報を提供し、 かつ、
当該指定居宅介護支援事業者と連携して退院後の居宅サービ
スの利用に関する調整を行った場合に、 入院患者 1 人につき

了回を限度として算定する。
5 口については、入院患者の退院時に、 指定介護療養型医療
、施設の医師が、 診療に基づき、 指定訪問看護が必要であると
認め、 当該入院患者の選定する指定訪問看護ステーションに
対して、 当該入院患者の同意を得て、 訪問看護指示書を交付
した場合に、 入院患者 1 人につき 1 回を限度として算定する

(7) 栄養管理体制加算
ト) 管理栄養士配置加算 , 12単位

□ 栄養士配置加算 10単位

一億5 ー



注 1 中)については、 次に掲げるいずれの基準にも適合するもの
として都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設につ
-いて、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 常勤の管理栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養
型医療施設であること。

2 に)については、 次に掲げるいずれの基準にも適合するもの
として都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設につ
いて、 1 日につき所定単位数を加算する。 ただし、 この場合
において、 管理栄養士配置加算を算定している場合は、 算定
しない。
イ 栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養
型医療施設であること。

(71 栄養マネジメント加算 ‐ 12単位
注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知
･事に届け出た指定介護療養型医療施設について、 1 目につき所
定単位数を加算する。
イ 常勤の管理栄養士を 1名以上配置していること。
. 口 入院患者の栄養状態を入院時に把握し、医師、管理栄養士

、 看護師、 介護支援専門員その他の職種の者が共同して、 入
院患者ごとの摂食 ･嚥えん下機能及び食形態にも配慮した栄
養ケア計画を作成していること。
ノ、 入院患者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っている
とともに、入院患者の栄養状態を定期的に記録していること
o ‘

ニ 入院患者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し

、 必要に応じて当該計画を見直していること。
ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型
医療施設であること。.

(別 経口移行加算 28単位
注 1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型
医療施設において、 医師の指示に基づき、 医師、 管理栄養士

、 看護師、 介護支援専門員その他の職種の者が共同して、 現
に経管により食事を摂取している入院患者ごとに経口移行計

注 1 回については、 次に掲げるいずれの基準にも適合するもの
として都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設につ
いて、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 常勤の管理栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養
型医療施設であること。

2 回については、 次に掲げるいずれの基準にも適合するもの
として都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設につ
いて、 1 日につき所定単位数を加算する□ただし、 この場合
において、 管理栄養士配置加算を算定している場合は、 算定
しない。

も

イ 栄養士を 1 名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養
型医療施設であること。

圏 栄養マネジメント加算 12単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知
事に届け出た指定介護療養型医療施設について、 1 目につき所
定単位数を加算する。
イ 常勤の管理栄養士を 1 名以上配置していること。
口 入院患者の栄養状態を入院時に把握し、医師、管理栄養士

、 看護師、 介護支援専門員その他の職種の者が共同して、 入
院患者ごとの摂食 ･嚥えん下機能及び食形態にも配慮した栄
養ケア計画を作成していること。
ノ、 入院患者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っている
とともに、入院患者の栄養状態を定期的に記録していること
。 -

乙

二 入院患者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し

、 必要に応じて当該計画を見直していること。
-

ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型
医療施設であること。

(別 経口移行加算 28単位
注 1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型
医療施設において、 医師の指示に基づき、 医師、 管理栄養士

、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、現
に経管により食事を摂取している入院患者ごとに経口移行計



面を作成している場合であって、 当該計画に従い、 医師の指
示を受けた管理栄養士又は･栄養士が、 経口による食事の摂取
を進めるための栄養管理を行った場合には、 当該計画が作成
された日から起算して180日以内の期間に限り、 1 目につき所
定単位数を加算する。
管理栄養±又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口に
よる食事の摂取を進めるための栄養管理が、当該計画が作成
された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ
っても、 経口による食事の摂取が一部可能な者であって、 医
師の指示に基づき、 継続して経口による食事の摂取を進める
ための栄養管理が必要とされるものに対しては、 引き続き当
該加算を算定できるものとする。

2

(勁 経口維持加算
回 経口維持加算(I ) 28単位

口 経口維持加算 (□) 5 単位
注 1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型
医療施設において、 医師の指示に基づき、 医師、 管理栄養士
、 看護師、 介護支援専門員その他の職種の者が共同して、 摂
食機能障害を有し、誤嚥えんが認められる入院患者ごとに入
院患者の摂食 ･嚥えん下機能に配慮した経口維持計画を作成
している場合であって、 当該計画に従い、 医師の指示を受け
た管理栄養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂取
を進めるための特別な管理を行った場合には、次に掲げる区
分に応じ、 当該計画が作成された日から起算して180日以内の
期間に限り、 1目につきそれぞれ所定単位数を加算する。た
だし、 この場合において、 経口移行加算を算定している場合
は、 算定しない。 また、 経口維持加算 (I )を算定している場
合は、 経口維持加算 (□)は、 算定しない。
イ 経口維持加算 ( I ) 経口により食事を摂取する者であっ
て、著しい寝食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査に
より謀願えんが認められるものを対象としていること6
口 経口維持加算 (は) 経口により食事を摂取する者であっ
て、摂食機能障害を有し誤嚥えんが認められるものを対象
と していること。

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口に

画を作成している場合であって、 当該計画に従い、 医師の指
示を受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食事の摂取

. を進めるための栄養管理を行った場合には、当該計画が作成
℃ された日から起算して180日以内の期間に限り、 1 目につき所
定単位数を加算する。
2 管理栄養±又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口に
よる食事の摂取を進めるための栄養管理がA 当該計画が作成
された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ
っても、 経口による食事の摂取が一部可能な者であって、 医
師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進める
ための栄養管理が必要とされるものに対しては、 引き続き当
℃ 該加算を算定できるものとする。
圏 経口維持加算
中) 経口維持加算 (I〉 28単位

□ 経口維持加算 (は) 5 単位
注 1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型
医療施設において、 医師の指示に基づき、 医師、 管理栄養士

、 看護師、 介護支援専門員その他の職種の者が共同して、 摂
食機能障害を有し、誤嚥えんが認められる入院患者ごとに入
院患者の摂食鷺嚥えん下機能に配慮した経口維持計画を作成
している場合であって、 当該計画に従いん 医師の指示を受け
た管理栄養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂取
を進めるための特別な管理を行った場合には、 次に掲げる区
分に応じ、 当該計画が作成された日から起算して180日以内の
期間に限り、 1 目につきそれぞれ所定単位数を加算する。 た
だし、 この場合において、 経口移行加算を算定している場合
は、 算定しない。 また、 経口維持加算 は )を算定している場
合は、 経口維持加算 (肛)は、 算定しない。
イ 経口維持加算 ( D 経口により食事を摂取する者であっ
て、著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査に
より誤嚥えんが認められるものを対象としていること。
口 経口維持加算 (□) 経口により食事を摂取する者であっ
て、
.摂食機能障害を有し誤嚥えんが認められるものを対象
としていること。

2 管理栄養±又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口に
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よる食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成
された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ
っても、 摂食機能障害を有し、 誤嚥えんが認められる入院患

者であって、 医師の指示に基づき、 継続して誤嚥えん防止の
ための食事の摂取を進めるための特別な管理が必要とされる
ものに対しては、 引き続き当該加算を算定できるものとする

=の 療養食加算 23単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知
事に届け出た指定介護療養型医療施設が、別に厚生労働大臣が
定める療養食を提供したときは、 1目につき所定単位数を加算
する。 ただし、 この場合において、 経口移行加算又は経口維持
加算を算定している場合は、 算定しない。
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい
ること。
口 入院患者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内
容の食事の提供が行われていること。
′、 食事の提供が、 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する
指定介護療養型医療施設において行われていること。

m } 在宅復帰支援機能加算 I0単位
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医
療施設であって、 次に掲げる基準のいずれにも適合している場
合にあっては、 1 日につき所定単位数を加算する。
イ 入院患者の家族との連絡調整を行っていること。,
ロ .入院患者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対し
て、入院患者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所
後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。

圏 特定診療費
･ 入院患者に対して、 指導管理、

･リハビリテーション等のうち日
常的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行

った場合に、 別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得
た額を算定する。
療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス
(中 診療所型介護療養施設サービス費 ( 1 日につき)
同 診療所型介護療養施設サービス費 (工)

よる食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成
された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ

っても、 摂食機能障害を有し、 誤嚥えんが認められる入院患
者であって、 医師の指示に基づき、 継続して誤嚥えん防止の
ための食事の摂取を進めるための特別な管理が必要とされる
ものに対しては、 引き続き当該加算を算定できるものとする

側 療養食加算 23単位
‐注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知
事に届け出た指定介護療養型医療施設が、別に厚生労働大臣が
定める療養食を提供したときは、 1目につき所定単位数を加算
する。
･ただし、 この場合において、 経口移行加算又は経口維持

加算を算定してい.る場合は、 算定しない。
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい
ること。
口 入院患者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内
容の食事の提供が行われていること0
′、 食事の提供が、 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する
指定介護療養型医療施設において行われていること。

間 在宅復帰支援機能加算 ･ lo単位

洋 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医
療施設であって、 次に掲げる基準のいずれにも適合している場

.合にあっては、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 入院患者の家族との連絡調整を行っていること。
口 入院患者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対し
て、入院患者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、 退所
後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。

{13) 特定診療費
入院患者に対して、 指導管理、 リハビリテーション等のうち日
常的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行

った場合に、 別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得
た額を算定する。

口 療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス
朝 診療所型介護療養施設サービス費 ( 1 目につき)
ト) 診療所型介護療養施設サービス費 (I )
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a 診療所型介護療養施設サ…ビス費( i )
i 要介護 1
= 要介護 2
i訥 要介護 3
IV 要介護 4
v 要介護 5
b 診療所型介護療養施設サービス費鋼 )
i 要介護 1
ii 要介護 2
川 要介護 3
lv 要介護 4

y 要介護 5
診療所型介護療養施設サービス費 (n )
a ･診療所型介護療養施設サービス費( i )
i 要介護 1 56
ii 要介護 2 60

川 要介護 3 65
･ N 要介護 4 70

v 要介護 5 74
b 診療所型介護療養施設サービス費館 )
i 要介護 1 67
ii 要介護 2 71
顕 要介護3 76
iv ,要介護 4 . 8円

v 要介護 5 85

ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ( 1 目につき)

ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 (1 )

a 要介護 1 ‐ 76

b 要介護 2 81

c 要介護 3 87
d 要介護 4 921

e 要介護 5
、 97

ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 (肛)

a 要介護 1 76
b 要介護 2 . 8l

(2)
(可

囮 ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ( 1 目につき)
回 ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 ( D.

〆
, . 76- a 要介護 1

b 要介護 2 81

c 要介護 3 87

d 要介護4 ･ 921

e 要介護5 97

に〕 ユニット型診療所型介護療養施設サービス費 (肛)
a 要介護す 76

、 b 要介護2 8 l

652単位
704単位
756単位
807単位
859単位

763単位
815単位
867単位
918単位
970単位

562単位
608単位
654単位
700単位.
746単位

673単位
719単位
765単位
8円単位
857単位

766単位
818単位
870単位
921単位
973単位

766単位
8l8単位

-↑9

a 診療所型介護療養施設サービス費 ( i )
i･ 要介護 1
簿 要介護 2
　 　
i箕 要介護 3
iv 要介護4
v 要介護5
b 診療所型介護療養施設サービス費 o o
i 要介護 1 ･

ii 要介護2
iii . 要介護 3
lv 要介護4
V 要介護 5

□ 診療所型介護療養施設サービス費 (肛)
a 診療所型介護療養施設サービス費 ( i )
i 要介護 1
ii 要介護 2 へ

i亞 要介護 3
lv 要介護4
M 要介護 5
b 診療所型介護療養施設サービス費鋼 )
i 要介護 1
ii 要介護 2
i月 要介護3
lv 要介護4
v 要介護 5

652単位
704単位
756単位
807単位
859単位

763単位
815単位
867単位
918単位
970単位

562単位
608単位
654単位
700単位
746単位

673単位
719単位
765単位
8月単位
857単位

766単位
818単位
870単位
921単位
973単位

766単位
8l8単位
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注 1

2

3

4

c 要介護 3 870単位

d 要介護 4 9 21単位

e 要介護 5 973単位

療養病床を有する診療所である指定介護療養型医療施設の療
養病床に係る病室であって、別に厚生労働大臣が定める施設基
準に適合しているものとして都道府県知事に届け出たものにお

ける当該届出に係る病室 (療養病床に係るものに限る。 ) にお
いて、 指定介護療養施設サービスを行った場合に、 当該施設基

準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区
分に従い、 入院患者の要介護状態区分に応じて、 それぞれ所定

単位数を算定する。ただし、入院患者の数が別に厚生労働大臣
が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると
ころにより算定する。
囮について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな
い場合は、 T 目につき所定単位数のtoo分の97に相当する単位数

を算定する。
別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない蜴′合は、身体拘
束廃止未実施減算として、 1 日につき 5 単位を所定単位数から

減算する。
別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護療養
型医療施設については、 1 目につき60単位を所定単位数から減

算する。

5 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合は、 1 月に
6 日を限度として所定単位数に代えて 1目につき444単位を算定
する。 ただし、 外泊の初日及び最終日は、 算定できない。
6 入院患者に対し専門的な診療が必要になった場合であって、
当該患者に対し他の病院又は診療所において当該診療が行われ
た場合は、 1 月に 4 日を限度として所定単位数に代えて 1 目に

つき444単位を算定する。
7 ｣平成17年 9 月30日において従来型個室に入院している者であ

c 要介護 3 870単位

d 要介護 4 921単位

e 要介護 5 973単位

注 1 療養病床を有する診療所である指定介護療養型医療施設の療
養病床に係る病室であって、別に厚生労働大臣が定める施設基
準に適合しているもの として都道府県知事に届け出たものにお

ける当該届出に係る病室 (療養病床に係るものに限る。 ) にお
いて、指定介護療養施設サービスを行った場合に、当該施設基
準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区
分に従い、 入院患者の要介護状態区分に応じて、 それぞれ所定

単位数を算定する。 ただし、 入院患者の数が別に厚生労働大臣
が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると
ころにより算定する。
2 囮について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな

い場合は、 1 目につき所定単位数のTOO分の97に相当する単位数
を算定する。
3 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘
･東廃止未実施減算として、 1 目につき 5 単位を所定単位数から
減算する。
4 兄川こ厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護療養
型医療施設については、診療所療養病床設備基準減算として、
1 目につき60単位を所定単位数から減算する。

、 5 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合は、 1月に
6 日を限度として所定単位数に代えてす目につき444単位を算定

する。 ただし、 外泊の初日及び最終日は、 算定できない。
入院患者に対し専門的な診療が必要になった場合であって、6

当該患者に対し他の病院又は診療所において当該診療が行われ
た場合は、 1月に 4 日を限度として所定単位数に代えて 1 目に

つき444単位を算定する。
7 平成17年 9 月30日において従来型個室に入院している者であ
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K 別に厚生労働大臣が定める施設基準

~ ○ .病室に隣接する廊下の幅が内法による測定で1 8m (両側に病室
があ る廊下については2.7 m ) 未満であること。



って、 平成17年10月 1 日以後引き続き従来型個室に入院するも

の (別に厚生労働大臣が定めるものに限る。 ) に対して、 診療

所型介護療養施設サービス費 (I )又は診療所型介護療養施設サ
ービス費 (江)を支給する場合は、 当分の間、 それぞれ、 診療所

型介護療養施設サービス費 (I )の診療所型介護療養施設サービ
ス費 (ii)又は診療所型介護療養施設サービス費 (□)の診療所型
介護療養施設サービス費伍 )を算定する。
8 次のいずれかに該当する者に対して、診療所型介護療養施設
サ - ビス費 ( I )又は診療所型介護療養施設サービス費 (は)を支
給する場合は、 それぞれ、 診療所型介護療養施設サービス費 (I

)の診療所型介護療養施設サービス費鋼 )又は診療所型介護療養
施設サービス費 (□)の診療所型介護療養施設サービス費 鋼 )を
算定する。
イ 感染症等により、従来型個室への入院が必要であると医師
が判断した者であって、 従来型個室への入院期間が30日以内

であるもの
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入
院する者
ノ･ 著しい精神症状等により、同室の他の入院患者の心身の状
況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室へ
の入院が必要であると医師が判断した者

㈱~ = ) (路)
′･ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サ
ービス (略)

って、 平成17年10月 1 日以後引き続き従来型個室に入院するも

の (別に厚生労働大臣が定めるものに限る。 ) に対して、 診療

所型介護療養施設サービス費 (I )又は診療所型介護療養施設サ
ービス費 (口)を支給する場合は、 当分の間、 それぞれ、 診療所

型介護療養施設サービス費は‐)の診療所型介護療養施設サービ
ス費 (m )又は診療所型介護療養施設サービス費 (虹)の診療所型
介護療養施設サービス費鋼 )を算定する。
8 次のいずれかに該当する者に対して、診療所型介護療養施設
サービス費 ( I )又は診療所型介護療養施設サービス費 (# ).を支
給する場合は、 それぞれ、 診療所型介護療養施設サービス費 (I

)の診療所型介護療養施設サービス費 (= )又は診療所型介護療養
施設サービス費 (□)の診療所型介護療養施設サービス費 ( = )を

算定する。
イ 感染症等により、従来型個室への入院が必要であると医師
が判断した者であって、 従来型個室への入院期間が30日以内

であるもの
ロ. 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入
院する者
/ ･ 著しい精神症状等により、.同室の他の入院患者の心身の状
況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室へ
の入院が必要であると医師が判断した者

㈱~ 働 く略)
ノ･ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サ
ービス (略) ･



介護報酬単位の見直し案
く変更点は下線部)

現 行 改 正 案
＼＼

0 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 (平成十
八年厚生労働省告示第百二十七号)

轢製 & 纏中盤中一勾 K g 琳いや騨旺S 螂琶ノ爾照誣酵よ縦齢盤や一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

鰹裂こ纜中盤中一淘 K g 轢ト嚼瓢畔S 纜轉′ 展g 團坦賦準K 證猥製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

川 .寝= 中S 緊製 g 岾ご喪製は灘崎盤中一勾 K g 轢い爬螂曲S 灘鼬蛔骰
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別表
介護予防短期入所療養介護費
イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費
鞘 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

←) 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(I )
a 要支援 1 558単位
b 要支援 2 698単位

□ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(肛)
a 要支援 1 617単位

b 要支援 2 771単位

0 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 (平成+
八年厚生労働省告示第百二十七号)

=

澤酵 & 縦幹盤中一山K g 謙いや糧曲S 灘逃′ 展朧挫設愈縦中盤中一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

挫艘愈灘崎盤中ー勾 K g 轢ト爬融眠 く讃韻暮に縦幹盤釀識く旋癲朧
& 纏g 魅や搬癖盤淺競壕騨翹 (蛇製喪孃g 蜷贓枦 S g 幽贓o ) 賢約響
濃癈騨鬮攪b g 蛇骰縫癈難刃｣ し風製穐尋噂瓢畔歳低〉o ) S 螂曇′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

癌 IIDF S 繋艘g 岾ご喪製叙纏中盤中一勾 K g 酬い諦鰓旺S 灘拠螂製
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別表
9 介護予防短期入所療養介護費
イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費
節 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費
を) 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(I )
a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ( i )
i 要支援 1 558単位
ii 要支援 2 698単位
b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (= )
! 要支援 1 617単位
ii 要支援 2 771単位

□ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(□)
a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費○ )
i 要支援 1 558単位



(2) ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

H ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

(I )
624単位a 要支援 1
780単位b 要支援2

に〕 ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

(亞)
624単位a 要支援 1
780単位b 要支援 2

698単位ii 要支援 2

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費鋼 )
617単位i 要支援 1
771単位ii 要支援 2

E ) 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (m )

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費( 0
558単位i 要支援 1
698単位= 要支援 2

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費目i)
617単位i .要支援 1
771単位ii 要支援2

鰯 ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

軒} ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費
( I )
a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

( i )
624単位i 要支援 1
780単位= 要支援 2

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

(iD
624単位i 要支援 1
780単位ii 要支援 2

口 ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費
(江) -

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

( i )
624単位- 要支援 1

｣ 780単位= 要支援 2
b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

　　
624単位i 要支援 1
780単位= 要支援 2 -

E ) ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費
　　　
a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

- 2 -



注 1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に厚
生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を
満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設で
ある指定介護予防短期入所療養介護事業所 (指定介護予防サー
ビス基準第l87条第1項に規定する指定介護予防短期入所療養介
護事業所をいう。 以下同じ。) において、 指定介護予防短期入

所療養介護 (指定介護予防サービス基準第186条に規定する指定
介護予防短期入所療養介護をいう。 以下同じ。) を行った場合
に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める
基準に掲げる区分に従い、 利用者の要支援状態区分に応じて、
それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員
の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100
分の97に相当する単位数を算定する。 なお、 利用者の数又は医
師、看護職員、介護職員、理学療法士若しくは作業療法士の員
数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚
生労働大臣が定めるところにより算定する。

(○
i 要支援 1 624単位
ii 要支援 2 780単位
b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費
(ii)
i 要支援 1 624単位
ii 要支援 2 780単位

注 1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に厚
生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を
満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設で
ある指定介護予防短期入所療養介護事業所 (指定介護予防サー
ビス基準第187条第1項に規定する指定介護予防短期入所療養介
護事業所をいう。 以下同じ。) において、 指定介護予防短期入
所療養介護 (指定介護予防サービス基準第186条に規定する指定
介護予防短期入所療養介護をいう。 以下同じ。) を行った場合
に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める
基準に掲げる区分に従い、 利用者の要支援状態区分に応じて、
それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員
の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100
分の97に相当する単位数を算定する。 なお、 利用者の数又は医
師、看護職員、介護職員、理学療法士若しくは作業療法士の員
数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚
生労働大臣が定めるところにより算定する。

別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。
介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(I )
現行の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費と同様。
介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (1I)又は介護老
人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (肛)
･ 平成18年 7 月 1 日から平成24年 3 月31日までの間に病床の転

換を行って開設した介護老人保健施設である介護予防短期入所

.療養介護事業所であること。
･ 算定日が属する月の前 3 月間において. 利用者及び当該介護
老人保健施設入所者のうち、 ｢経管栄養｣ 若しくは ｢喀痰吸引｣
を実施している者の割合が筋% 以上又は ｢認知症高齢者の日常
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3

4

5

鰯について、 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場

合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を算

定する。
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都
道府県知事に届け出た介護老人保健施設については、 リハビリ

ナーソヨン機能強化加算として、 1 目につき30単位を所定単位

数に加算する。
利用者の心身の状態、 家族等の事情等からみて送迎を行うこ

とが必要と認められる利用者に対して、 その居宅と指定介護予

防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に
つき184単位を所定単位数に加算する。
次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設介護
予防短期入所療養介護費を支給する場合は、介護老人保健施設

生活自立度判定基準｣ におけるランク M に該当する者の割合が

0 % 以上であること。
(介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (田)は40人以下の
施設のみ算定可。)
別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基
準の内容は次のとおり。
0 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(I )
･ 現行の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費と同様。
0 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (肛)
･ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (I )の基準を
満た していること。
･ 利用者の数を41で際して得た数以上の夜勤を行う看護職員を
配置していること。
0 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (m )
･ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (I )の基準を
満た していること。
･ 看護職員により、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションと

の連携により、夜勤時間帯を通じて連絡体制を整備し、かつ、必要に応

じて診療の補助を行う体制を整備していること。

注 :ユニット型においても同様の施設基準

2 切について、 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場

合は、 1 日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を算

定する。 .
･

3 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都
道府県知事に届け出た介護老人保健施設については、 リハビリ

テーソヨン機能強化加算として、 1 目につき30単位を所定単位

数に加算する。
4 利用者の心身の状態、 家族等の事情等からみて送迎を行うこ
とが必要と認められる利用者に対して、 その居宅と指定介護予

防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に
つき184単位を所定単位数に加算する。
5 次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設介護
予防短期入所療養介護費を支給する場合は、介護老人保健施設
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介護予防短期入所療養介護費 (1I)を算定する。

6

7

イ 感染症等により、 従来型個室の利用の必要があると医師が

判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室
を利用する者
ノ、 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注 1
の規定による届出に相当する介護保健施設サービスに係る届出
があったときは !主 1 の規定による届出があったものとみなす。
利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介
護を受けている場合においては、 30日を超える臼以降に受けた

指定介護予防短期入所療養介護については、介護老人保健施設
における介護予防短期入所療養介護費は、 算定しない。

介護予防短期入所療養介護費 (I )の介護老人保健施設介護予防
短期入所療養介護費 (= )、 介護老人保健施設介護予防短期入所
療養介護費 (は)の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護
費街 )又は介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (四)
の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 (= )を算定す
る。
イ 感染症等により、 従来型個室の利用の必要があると医師が
判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室
を利用する者
ノ、 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

6 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、 注 1
の規定による届出に相当する介護保健施設サービスに係る届出
があったときは、注 1 の規定による届出があったものとみなす。
7 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介
護を受けている場合においては、 30日を超える日以降に受けた
指定介護予防短期入所療養介護については、介護老人保健施設
における介護予防短期入所療養介護費は、 算定しない。
8 (= □及び曰並びに鰯□及びE )について、 利用者に対して、 指
導管理等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生労働大
臣が定めるものを行った場合に、 特別療養費として、 別に厚生

労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を所定単位数に
加算する。

9 (1}□及び園並びに②□及びE )について、 別に厚生労働大臣が
定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け
出た介護老人保健施設である指定介護予防短期入所療養介護事
業所については、 療養体制維持特別加算として、 1 目につき27

単位を所定単位数に加算する。

一…--{-…-も氏 ---- ~“,… …･km ^‐-- -{ -…｢……-･--- -★･--- -一

別に厚生労働大臣が定めるもの及び単位数
0 別紙 4 を参照。



(3)~ ㈱ (略)
口 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費
病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (1目につき)
←) 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(I )
a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費( i )
i 要支援 1
ii 要支援 2 .
b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(ii)
i 要支援 1
= 要支援 2

口 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (亞)
a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費くり
i 要支援 1 498単位
ii 要支援 2 .

･ 622単位
b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費値 )
i 要支援 T 582単位
ii 要支援 2 727単位

圏 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(虹)
a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費“ )
i 要支援 1 473単位
ii 要支援 2 591単位
b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費鋼 )
i 要支援 1 557単位
= 要支援 2 696単位

鰯 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 斜 目につき)

534単位
667単位

618単位
772単位

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準
0 介護職員を 4 : 1 で配置していること。
0 転換前、介護職員を4 " 1 で配置 していたこと。
(今後、 利用者の介護ニーズについて実態を把握し、 介護療養型医療施設
からの転換が終了する平成24年 4月以降の対応を検討する。)

㈱ ~ (5) (略)
口 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費
(葡 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (1日につき)
回 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(I )
a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ( i )
i 要支援 1 5
= 要支援 2
b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(ii)
i 要支援 1
= 要支援2

□ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(杠)
a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費くり
i 要支援 1
ii 要支援 2
b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (ii)
i 要支援 1
ii 要支援 2

園 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(虹)
a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費“ )
i 要支援 1
ii 要支援2
b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費鋼 )
i 要支援 1
ii 要支援 2

鰯 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 (1目につき)
十) 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費(I )
a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費○ )
i 要支援 1 534単位
ii 要支援 2 667単位

534単位
667単位

618単位
772単位

498単位
622単位

582単位
727単位

473単位
591単位

557単位
696単位
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ト) 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 ( D
a 要支援 1 534単位

b 要支援 2 667単位

口 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費(# )
a 要支援 1 618単位
b 要支援 2 772単位

圏 ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (1目に
つき)
十} ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(I )
a 要支援 1 625 ･

b 要支援 2 781

に〕 ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(肛)
a 要支援 1 625 ･

b 要支援 2 781

625単位
781単位

625単位
781単位

注 1 療養病床 (医療法 (昭和23年法律第205号) 第 7 条第 2項第 4
号に規定する療養病床をいう。以下同じ。 )を有する病院である
指定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働
大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に厚生労働大臣が定
める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとし
て都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に係る病棟(療
養病床に係るものに限る。) において、 指定介護予防短期入所

b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費朝 )
; 要支援 1 618単位
ii 要支援 2 772単位

口 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費(□)
a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費○ )
i 要支援 7 534単位
ii 要支援 2 667単位
b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費餌 )
i 要支援 1 618単位
ii 要支援 2 772単位

圏 ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (1目に
つき) - .

回 ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費は )
a 要支援 1 625単位
b 要支援 2 781単位

に} ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費(江)
a 要支援 T 625単位
b 要支援 2 7損単位

甥 ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費(1
目につき)

H ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費
( I )
a 要支援 1 625単位
b 要支援 2 78T単位

に} ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費
　　　
a 要支援 1 625単位
b 要支援 2 781単位

注 1 療養病床 (医療法 (昭和23年法律第205号) 第 7 条第 2項第 4
号に規定する療養病床をいう。以下同じ。 )を有する病院である
指定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働
大臣が定める施設基準に適合し、 かつ、 別に厚生労働大臣が定
める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとし
て都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に係る病棟(療
養病床に係るものに限る。) において、 指定介護予防短期入所
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療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及
び別に

厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者の要支

援状態区分に応じて~ それぞれ所定単位数を算定する。ただし、

当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合

は、 所定単位数から25単位を
控除して得た単位数を算定する。

なお、 利用者の数又は医師、 看護
職員若しくは介護職員の員数

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生

労働大臣が定めるところにより算定する。
2 圏について、 別に厚生労働大臣が定

める基準を満たさない場

合は、 1 日につき所定単位数の
100分の97に相当する単位数を算

定する。
3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防

短期入所療養介護事業所については、当該基準に掲げる区分に

従い、 1 目につき次に掲げる単
位数を所定単位数から減算する。

25単位イ 病院療養病床療養環境減算(I )
85単位口 病院療養病床療養環境減算(IE)

4 医師の配置について、 医療法施行規則 (昭和2
3年厚生省令第5

0号) 第49条の規定が適用されている病院については、 1 日につ

き12単位を所定単位数から減算する。
5 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す

る基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護予

防短期入所療養介護事業所については、当該基準に掲げる区分

に従い、 1 目につき次に掲げる単位
数を所定単位数に加算する。

イ 夜間勤務等看護(I ) 23単位

口 夜間勤務等看護(亞) 14単位

ノ･ 夜間勤務等看護(m ) フ単位

6 利用者の心身の状態、 家族等の事情等からみて
送迎を行うこ

とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予

防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に

つき184単位を所定単位数に加算する。
フ 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床介護予防

短期入所療養介護費 (I )、 病院療養病床介護予防短期入所療養

介護費 (□)若しくは病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

(m )又は病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費を支

給する場合は、それぞれ、病院療養病床介護予
防短期入所療養

療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に

厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者の要支

援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定す
る。ただし、

当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合

は、 所定単位数から25単位を控除
して得た単位数を算定する。

なお、 利用者の数又は医師、 看護職
員若しくは介護職員の員数

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生

労働大臣が定めるところにより算定する。
2 焔)及び料)について、 別に厚生労働.大臣が定

める基準を満たさ

ない場合は、 1 日につき所定単位数の1
00分の97に相当する単位

数を算定する。
3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防
･
短期入所療養介護事業所については、病院療養病床療養環境減

算として、 1 目につき25単位を所定単
位数から減算する。

4 医師の配置について、 医療法施行規則 (昭和2
3年厚生省令第5

0号) 第49条の規定が適用されている病院については、 1 目につ

き12単位を所定単位数から減算する。
5 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す

る基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護予

防短期入所療養介護事業所については、当該基準に掲げる区分

に従い、 1 目につき次に掲げる単位
数を所定単位数に加算する。

イ 夜間勤務等看護(I ) 23単位

口 夜間勤務等看護(□) 14単位

ノ･ 夜間勤務等看護 (田) 7 単位

6 利用者の心身の状態、.家族等の事情等からみて送迎
を行うこ

とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予

防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に

つき184単位を所定単位数に加算する。
7 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床介護予防

短期入所療養介護費 (I )、病院療養病床介護予防短期入所療養

介護費 (□)若しくは病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

(m )又は病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 (I )

若しくは病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 (肛)
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介護費 (I )の病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (ii)、
病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (□)の病院療養病床
介護予防短期入所療養介護費 (iD 若しくは病院療養病床介護予
防短期入所療養介護費(田)の病院療養病床介護予防短期入所療
養介護費 (= )又は病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介
護費 (肛)を算定する。

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が
判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室
を利用する者
′･ 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、 従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

8 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、 注 1
及び注 5 の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに
係る届出があったときは、 注 1 及び注 5 の規定による届出があ

ったものとみなす。
9 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介
護を受けている場合においては、 30日を超える曰以降に受けた
指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を有する
病院における介護予防短期入所療養介護費は、算定しない。

料) 栄養管理体制加算
←) 管理栄養士配置加算 12単位

□ 栄養士配置加算 10単位
注 1 軒)については、 次に掲げるいずれの基準にも適合している
ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療
養介護事業所について、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 管理栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護
予防短期入所療養介護事業所であること。

2 口については、 次に掲げるいずれの基準にも適合している

を支給する場合は、それぞれ、病院療養病床介護予防短期入所
療養介護費 (E )の病院療養病床介護予防短期入所療養介護費
(= )、病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 (江)の病院療
養病床介護予防短期入所療養介護費鋼 )若しくは病院療養病床
介護予防短期入所療養介護費 (虹)の病院療養病床介護予防短期
入所療養介護費鋼 )又は病院療養病床経過型介護予防短期入所
療養介護費は )の病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介
護費鋼 )若しくは病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介
護費 (瓦)の病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費
街 )を算定する。.
イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が
判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室
を利用する者
′･ 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

8 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注肇
及び注 5 の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに
係る届出があったときは、 注 1 及び注 5 の規定による届出があ

ったものとみなす。
9 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介
護を受けている場合においては、 30日を超える日以降に受けた
指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を有する
病院における介護予防短期入所療養介護費は、算定しない。
圏 栄養管理体制加算
H 管理栄養士配置加算 12単位
口 栄養士配置加算 10単位
注 1 ←)については、 次に掲げるいずれの基準にも適合している
ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療
養介護事業所について、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 管理栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護
予防短期入所療養介護事業所であること。

2 に)については、 次に掲げるいずれの基準にも適合している

- 9 -
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ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療
養介護事業所について、 1 目につき所定単位数を加算する。
ただし、 この場合において、 管理栄養士配置加算を算定して

いる場合は、 算定しない。
イ 栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護
予防短期入所療養介護事業所であること。

圏 療養食加算 23単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予
防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養
食を提供したときは、 1 目につき所定単位数を加算する。
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい
ること。
口 利用者の年齢、 心身の状況によって適切な栄養量及び内容
の食事の提供が行われていること。
ノ、 食事の提供が、 別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて
いること。

(6) 特定診療費
利用者に対して、 指導管理、 リハビリテーション等のうち日常
的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ
た場合に、 別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た

額を算定する。
療養病床を有する診療所における介護予防短期入所療養介護費
診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 (1目につき)
中) 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 (I )
a 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 0 )
' 要支援 1 517
ii 要支援 2 646 ･

517単位
646単位

b 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費(ii)
i 要支援 1
ii 要支援 2

口 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費(II)
a 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費( i )

6餌単位
751単位

一篭。

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療
養介護事業所について、 1 目につき所定単位数を加算する。
ただし、 この場合において、 管理栄養士配置加算を算定して
いる場合は、 算定しない。
イ 栄養士を 1名以上配置していること。
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護
予防短期入所療養介護事業所であること。

圏 療養食加算 23単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府
･ 県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予
防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養
食を提供したときは、 1 目につき所定単位数を加算する。
. イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい
ること。
口 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容
の食事の提供が行われていること。
ノ、 食事の提供が、 別に厚生労働大臣が定める基準に適合して
いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて
いること。

例 特定診療費
利用者に対して、 指導管理、 リハビリテーション等のうち日常
的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ
た場合に、 別に厚生労働大臣が定める単位数に博円を乗じて得た
額を算定する。

ノ、 療養病床を有する診療所における介護予防短期入所療養介護費
朝 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 (1目につき)
←) 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費は )
a 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費(i)
! 要支援 1 517単位
ii 要支援 2 646単位
b 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費位 )
i 要支援 1 601単位
【i 要支援 2 7厨単位

口 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費(肛)
a 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費くり
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i 要支援 1 447単位
= 要支援 2 559単位
b 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費(ii)
i 要支援 1 536単位
= 要支援 2 670単位

(2) ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 く1 日
につき)
中〕 ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 (I )‐

a 要支援 1 608単位
b 要支援 2 760単位

に} ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費(= )
a 要支援 1 608単位
b 要支援 2 760単位

注 1 療養病床を有する診療所である指定介護予防短期入所療養介
護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合
しているものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該

届出に係る病室 (療養病床に係るものに限る。) において、 指

定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に
掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に
従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数
を算定する。 ただし、 利用者の数が別に厚生労働大臣が定める
基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところによ
り算定する。
2 (2)について、 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな

い場合は、 1 目につき所定単位数の100分の97に相当する単位数

を算定する。
3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防
短期入所療養介護事業所については、 1 日につき60単位を所定
単位数から減算する。

4 利用者の心身の状態、 家族等の事情等からみて送迎を行うこ

く2) ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 (1目
につき)

十) ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 (I )
a 要支援 1 608単位
b 要支援 2 760単位

に〕 ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 (II)
a 要支援 1 608単位
b 要支援 2 760単位

注 1 療養病床を有する診療所である指定介護予防短期入所療養介
護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合
しているものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該
届出に係る病室 (療養病床に係るものに限る。) において、 指

定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に
掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に
従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数
を算定する。 ただし、 利用者の数が別に厚生労働大臣が定める
基準に該当する場合は、 別に厚生労働大臣が定めるところによ
り算定する。
2 (21について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな
い場合は、 1 日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数

を算定する。
3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防
短期入所療養介護事業所については、診療所療養病床設備基準
減算として、 1 目につき60単位を所定単位数から減算する。

4 利用者の心身の状態、 家族等の事情等からみて送迎を行うこ

i 要支援 1
ii 要支援 2
b 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費 ( m
i 要支援 1
ii 要支援2

447単位
559単位

536単位
670単位
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※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準
0 病室に隣接する廊下の幅が内法による測定で1.8 m (両側に病室
がある廊下については2.7 m ) 未満であること。



とが必要と認められる利用者に対して、 その居宅と指定介護予
防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に
つき184単位を所定単位数に加算する。
5 次のいずれかに該当する者に対して、 診療所療養病床介護予
防短期入所療養介護費(I )又は診療所療養病床介護予防短期入
所療養介護費 (□)を支給する場合は、それぞれ、診療所療養病
床介護予防短期入所療養介護費 (I )の診療所療養病床介護予防
短期入所療養介護費 (= )又は診療所療養病床介護予防短期入所
療養介護費 (□)の診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費
(= )を算定する。
イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が
判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室
を利用する者
ノ、 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

6 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、 注 1
の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る届出
があったときは、注 1 の規定による届出があったものとみなす。
7 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介
護を受けている場合においては、 30日を超える日以降に受けた
指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を有する
診療所における介護予防短期入所療養介護費は、算定しない。

{3)~ 圏 (略)
二 ･ 水 (略) ･

とが必要と認められる利用者に対して、 その居宅と指定介護予
防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に
つき184単位を所定単位数に加算する。
5 次のいずれかに該当する者に対して、診療所療養病床介護予
防短期入所療養介護費 (1 )又は診療所療養病床介護予防短期入
所療養介護費 (肛)を支給する場合は、それぞれ、診療所療養病
床介護予防短期入所療養介護費 (I )の診療所療養病床介護予防
短期入所療養介護費鋼 )又は診療所療養病床介護予防短期入所
療養介護費 (= )の診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費
(= )を算定する。
イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が
判断した者
口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室
を利用する者
ノ･ 著しい精神症状等により、 同室の他の利用者の心身の状況
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利
用の必要があると医師が判断した者

6 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注 1
の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る届出
があったときは、注 1の規定による届出があったものとみなす。
7 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介
護を受けている場合においては、 30日を超える日以降に受けた
指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を有する
診療所における介護予防短期入所療養介護費は、算定しない。
{3〕~ {5) (略)
二 ･ 永 く略)
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介護報酬単位の見直し案

制 定 案

0 厚生労働大臣が定める特別療養費に係る指導管理等及び単位数 (仮称)

　

　

特別療養費に係る指導管理等及び単位数表

1 感染対策指導管理 ( 1 目につき) 5 単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事
業所 (指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基
準 (平成11年厚生省令第37号。 以下 ｢指定居宅サービス基準｣ とい
う6)第142条第 1項に規定する指定短期入所療養介護事業所をいい、
介護老人保健施設であるものに限る。 以下同じ。)、 介護老人保健施

設 (介護保険法 (平成 9 年法律第123号。 以下 ｢法｣ という。) 第 8
･
条第25項に規定する介護老人保健施設をいう。 以下同じ。) 又は指

定介護予防短期入所療養介護事業所 (指定介護予防サービス等の事
業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護
予防のための効果的な支援の方法に関する基準 (平成18年厚生労働
省命第35号。 以下 ｢介護予防サービス基準｣ という。) 第187条第 1

項に規定する指定介護予防短期入所療養介護事業所をいい、介護老
人保健施設であるものに限る。 以下同じ。) において、 常時感染防
止対策を行う場合に、指定短期入所療養介護 (指定居宅サービス基
準第141条に規定する指定短期入所療養介護をいう。以下同じ。)、
介護保健施設サービス (法第 8 条第25項に規定する介護保健施設サ
ービスをいう。 以下同じ。) 又は介護予防指定短期入所療養介護 (介

護予防サービス基準第186条に規定する指定介護予防短期入所療養介
護をいう。 以下同じ。) を受けている利用者又は入所者について、
所定単位数を算定する。

　 　
　

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。
0 メチシリン耐性黄色ブドウ球菌等の感染を防止するにつき十分



な設備を有していること。
0 メチシリン耐性黄色ブドウ球繭等の感染を防止するにつき十分
な体制が整備されていること。

じよくそう
2 梶 瘡対策指導管理 ( 1 目につき) 5 単位

;主 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事
業所、介護老人嫌煙ラ施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所
において、常時榎瘡対策を行う場合に、指定短期入所療養介護、介
護保健施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けてい
る利用者又は入所者 (日常生活の自立度が低い者に限る。) につい
′て、 所定単位数を算定する。

※ 自転厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。
○ 福瘡対策につき十分な体制が整備されていること。

3 初期入所診療管理 ･
250単位

注 介護老人保健施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に従
い、 入所者に対して、 その入所に際して医師が必要な診察、 検査等
を行い、 診療方針を定めて文書で説明を行った場合に、 入所中 1 回
(診療方針に重要な変更があった場合にあっては、 2 回) を限度と

して所定単位数を算定する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。
0 医師、 看護師等の共同により策定された診療計画であること。
0 病名、 症状、 予定される検査及びリハビリテーションの内容及
びその日程その他入所に関し必要な事項が記載された総合的な診
療計画であること。
0 当該診療計画が入所した日から起算して 2 週間以内に、入所者
に対し文書により交付され説明がなされるものであること。

4 重度療養管理 ( 1 目につき) 120単位

注 指定短期入所療養介護事業所又は介護老人保健施設において、指
定短期入所療養介護又は介護保健施設サービスを受けている利用者
又は入所者 (要介護 4 又は要介護 5 に該当する者に限る。) であっ
て別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに対して、 計画的な医
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学的管理を継続して行い、かつ、療養上必要な処置を行った場合に、
所定単位数を算定する。

別に厚生労働大臣が定める状態の内容は次のとおり。
〇 次のいずれか長該当する状態
常時巍回の喀痰吸引を実施している状態

･ 翁義腎臓を実施しており、かつ、軍鶏な合併症を有する状態
･ 膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則
(昭和25年厚生省令第15号) 別表第 5 号に掲げる身体障害者障
害程度等級表の 4 級以上に該当し、 かつ、 ストーマの処置を実
施している状態

5 特定施設管理 (導日につき) 250単位
注 1 指定短期入所療養介護事業所、 介護老人保健施設又は指定介護
予防短期入所療養介護事業所において、後天性免疫不全症候群の
病原体に感染している利用者又は入所者に対して、指定短期入所
療養介護、介護保健施設サービス又は指定介護予防短期入所療養
介護を行う場合に、所定単位数を算定する。
2 個室又は 2 人部屋において、後天性免疫不全症候群の病原体に
感染している利用者又は入所者に対して、指定短期入所療養介護、
介護保健施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を行う
‐ 場合は、 所定単位数に個室の場合にあっては 1 目につき300単位、
2 入部展翁場合にあっては 1日につき150単位を加算する。

6 重症皮膚潰瘍管理指導 (1目につき) 18単位
注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都
道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健
施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期
入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定介護予防線期入所療
養介護を受けている利用者又は入所者であって重症皮膚潰瘍を有し
ているものに対して、 計画的な医学的管理を継続して行い、 かつ、
療養上必要な指導を行った場合に、所定単位数を算定する。

※ 別に厚生労働大臣汐蓑窪める施設基準の内容は次のとおり。
l

o 第 2 号に凧黙る褥瘡対策指導管理の基準を満たしていることo
o 重症皮膚潰瘍を有する利用者又は入所者について皮膚科又は形
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かいよう
成外科の担当経験のある医師が重症皮膚潰瘍管理を行っているこ
と。 一かも、よぅ

. ･

0 重症皮膚潰瘍管理を行うにつき必要な器械及び器具が具備され
ていること。

7 薬剤管理指導 350単位
注 1 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護
予防短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定め
る施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出たも
のにおいて、 指定短期入所療養介護、

、介護保健施設サービス又は

指定介護予防短期入所療養介護を受けている利用者又は入所者に
対して、 投薬又は注射及び薬学的管理指導を行った場合に、 週 1
･ 回転限り、 月に 4 回を限度として所定単位数を算定する。
2 疼痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投薬
又は注射が行われている利用者に対して、 当該薬剤の使用に関す
る必要な薬学的管理指導を行った場合は、 .1 回につき所定単位数
に50単位を加算する。

別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。
イ 薬剤管理指導を行うにつき必要な薬剤師が配置されていること0
口 薬剤管理指導を行うにつき必要な医薬品情報の収集及び伝達を
行うための専用施設を有していること。 ･

ノ、 利用又は入所中の利用者又は入所者に対し、 利用者又は入所者
ごとに適切な薬学的管理 (副作用に関する状況の把握を含む。)
を行い、 薬剤師による服薬指導を行っていること。
別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の内容は次のとおり。
0 麻薬及び向精神薬取締法 (昭和28年法律第14号) 第 2 条第一号
に規定する麻薬

医学情報提供 250単位
注 指定短期入所療養介護事業所V 介護老人保健施設又は指定介護予
防短期入所療養介護事業所が、指定短期入所療養介護、介護保健施
設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けている利用者
又は入所者の退所時に、診療に基づき、病院又は診療所での診療の
必要を認め、病院又は診療所に対して、当該利用者又は入所者の同
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意を得て、当該利用者又は入所者の診療状況を示す文書を添えて当
該利用者又は入所者の紹介を行った場合に、所定単位数を算定する。

9 リハビリテーション指導管理 ( 1 目につき) 10単位

津 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都
道府県知事に届け出た介護老人保健施設については、所定単位数を
算定する。

別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり0
0 常勤専従の理学療法士又は作業療法士が 1人以上配置されてい
ること 6

10 言語聴覚療法 (1回につき) 、 180単位
注 1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして
都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、介護老人
保健施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指
定短期入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定介護予防短
期入所療養介護を受けている利用者又は入所者に対して、言語聴
覚療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。
2 言語聴覚療法については、 利用者又は入所者 1 人につき 1 日 3
回に限り算定するものとし、 その利用を開始又は入所した日から
起算して 4 月を超えた期間において、 1 月に合計 = 回以上行った
場合は、 11回目以降のものについては、 所定単位数の100分の70に
相当する単位数を算定する。
3 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護
予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の言語聴覚
士を 2 名以上配置して言語聴覚療法を行った場合に、 1 回につき3
5単位を所定単位数に加算する。

別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。
0 言語聴覚士が適切に配置されていること。
0 利用者又は入所者の数が言語聴覚士の数に対し適切なものであ
ること。
0 当該療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。
0 当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備されているこ
と。 -
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= 摂食機能療法 (1目につき) 185単位
滓 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予
防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、介護
保健施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けている
利用者又は入所者であって摂食機能障害を有するものに対して、摂
食機能療法を30分以上行った場合に、 1 月に 4 回を限度として所定
単位数を算定する。

12 精神科作業療法 ( 1 目につき) 220単位
;主 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都
道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健
施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期
入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定介護予防短期入所療
養介護を受けている利用者又は入所者に対して、精神科作業療法を
行った場合に、 所定単位数を算定する。

＼

別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。
0 作業療法士が適切に配置されていること。
0 利用者又は入所者の数が作業療法士の数に対し適切なものであ
ること。
0 当該作業療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。

13 認知症入所精神療法 ( 1 週間につき) 330単位

滓 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予
･防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、介護
保健施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けている
利用者又は入所者に対して、認知症老人入所精神療法を行った場合
に、所定単位数を算定する。
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踞り紙 5｣

指定基準の見直し案

1 . 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準

療養病床から転換した介護老人保健施設における緩和l

o 現行の経過措置が終了する平成 2 4 年 4 月 以降についても、療

養病床から転換した介護老人保健施設の当該転換に係る療養室

(平成 1 8 年 7 月 1 日以後に新築又は大規模な改修等の工事に

着手した療養室を除く。 ) は、 次の新築又は大規模な改修等を行　 　
　

うまでの間に限り、 引き続き、 経過措置 ( 6 . 4 讃以上 / 床
') を

認 め る。

○ 療養病床から転換した介護老人保健施設において、　
　

建物の耐火構造に係る基準

建物内の直通階段及びエレベーターの設置に係る基準

については、 転換前の病院又は診療所の基準と同様でよいこと
　

　

とする経過措置を創設する。

lサテライト型施設に係る基準の緩和鮒

○ サテライト型小規模介護老人保健施設の本体施設について、従

来の介護老人保健施設に加え、病院又は診療所を認めることとす

る。 . き

0 サテライト型小規模介護老人保健施設は、本体施設が病院又は

診療所である場合にあっても、当該本体施設の職員により当該サ

テライト型小規模介護老人保健施設の入所者の処遇が適切に行

われると認められる場合は、当該サテライト型小規模介護老人保

健施設に医師、栄養士又は介護支援専門員を配置しないことがで

きることとする。

l
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○ ,介護老人保健施設の管理者が、当該介護老人保健施設を本体施

設とするサテライ ト型の指定地域密着型介護老人福祉施設又は
　

　 　 　

サテライ ト型の指定地域密着型特定施設の職務を兼務すること

ができるものとする。

し小規模介護老人保健施設における基準の緩和等l

o 医療機関併設型小規模介護老人保健施設の人員に関する基準

について、 支援相談員又は介護支援専門員は、 当該医療機関併

設型小規模介護老人保健施設の実情に応じた適当数でよいこと

とする。

2 . 指定地域密着型サ - ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基

　
　

　

　 　

Iサテライ ト型施設に係る基準の緩和鯛

○ 指定地域密着型特定施設について、介護老人保健施設又は病院

若しくは診療所を本体施設とするサテライ ト型を創設すること

と競る。

○ サテライト型の指定地域密着型特定施設は、本体施設の職員に

より当該サテライ ト型の指定地域密着型特定施設の入居者の処
　

　
　

遇が適切に行われると認められる場合は、以下の表の左欄に掲げ

る本体施設の区分に応じ、以下の表の右欄に掲げる職員を配置し

ないことができることとする。

本体施設 配置しないことができる職員

介護老人保健施設 機能訓練指導員、
.計画作成担当者文は生活相談員

病院又は診療所 計画作成担当者

○ サテライト型の指定地域密着型特定施設の管理者が、当該サテ

ライト型の指定地域密着型特定施設の本体施設の職務 (本体施設

が病院又は診療所の場合は、 管理者と しての職務を除く。) を兼

務することができるものとする。 ･



○ 指定地域密着型特定施設における看護職員及び介護職員のう

ち、 それぞれ 1 名 以上は常勤 でなければならない。 ただし、 サ

テライト型の指定地域密着型特定施設については、 それぞれ常

勤換算方法で 1 名 以上でよいこととする。

○ サテライ ト型の指定地域密着型介護老人福祉施設の本体施設

について、従来の指定介護老人福祉施設に加え、介護老人保健施

設又は病院若しくは診療所を認めることとする。

○ ,サテライト型の指定地域密着型介護老人福祉施設は、本体施設

が 介護老人保健施設又は病院若 しくは診療所である場合にあっ

ても、当該本体施設の職員により当該サテライト型の指定地域密
′ 着型介護老人福祉施設の入所者の処遇が適切に行われると認め

られる場合は、 以下の表の左欄に掲げる本体施設の区分に応じ、

以下の表の右欄に掲げる職員を配置 しないことができることと

す る。

本体施設 配置しないことができる職員

介護老人保健施設 医師、 機能訓練指導員、 栄養士~

介護支援専門員又は生活相談員

･病院又は診療所 医師、 栄養士又は介護支援専門員

○ サテライト型の指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者が、

当該サテライ ト型の指定地域密着型介護老人福祉施設の本体施

設の職務 (本体施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての

職務を除く。) を兼務することができるものとする。

3 . 指定介護療養型医療施設の人員、 設備及び運営に関する基準

○ ユニット型経過型の指定介護療養型医療施設については、廊下幅

の基準を、 内法 1 . 2 m 以上 (両側に病室がある場合、 内法 1 . 6

m 以上) とする。


